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ドイツにおける従業員代表の最近の実情  
藤 内 和 公  
紹介① ニーテンホフ著『事業所における共同決雇の実際』  
糾介② 共同決定審議会報告『共同決定と新しい企業成果と展望』  
紹介③ ヴ7ツサーマン著『従業員代表』  




紹介① ニーデンホフ著『事業所における共同決定の実際』  
一 従業員代表と使用者の協力  
二 使用者側からみた，運営の困難性と改善すべき点  
三 従業月代表側からみた，運営の困難さおよび改善の余地  
四 従業員代表運営習川  
亙 従業員代表委月選挙  




従業員代表に関しては組合側の調査分析が多く，このように使用者側と提携関係にある機 ≡  
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ドイツ経済研究所は従業員代表選挙ごとに4イトごと定期的に調査を行ってきた。これは  
その一環である。この調香（1999午）では，13，659市業所，従業員代表委員68，586人の情  
報にもとづいている。調二査刈■範の84％は製造業であり，サービス業は16％である。   
ーーー 従業員代表とイ軋≠者の協力   
1．パートナー的な協力閲係   
ニーアンホフは，従業員代表制に対する性川者側の関心に照準を合わせて，イ利昭者と   
従業妄i代表の協力関係を分析してし、る。   
図表1は，経営側が従業員代衣をどのよ一）に札てし、るかをホしている。それによれば，  
「従業員代表は事業所内の指導部である」「従業員代表の水準が高く，かつ，紺首l埠と従   
業員代表か友好的に協力すればするほど，ヱけ某所内の問題解決にあたり，労働組合の協   
力を得ることは少なくてすむ」の頂I一に賛同が多い。   
別の質問事欄で両抑こ対して従業日代去制度の意義を問うと，図表2が示すとおりで   
ある。使用者側では，lとても・玉要である」ぶよぴ「重要である」が83％に達する。これ   
をみると，使用1引則のほうが従業員代去側よりも軋祝している様fが窺える。また，催   
川者と従業員代表との現存の協力状況を問うと，図表3がホすように，便川音の76％お   
よび従業上i代表の70％が，「とても良好である」または「良如である」と答えている。  
2．事業所組織構造の長短   
つぎに，使用署の【】からみた事業所組織構造の長如が，調査にもとづいて紀介されて   
いる。長所としては，催用者と労働苫の協力を仙進すること，従業員の意兄をF卿ナるこ   
と，利益代衣制であること，労働片側の過剰反応を予防すること，協議により双方のノ行   
動が是」仁されること，′ジj・働者の共同決定が制度化されていること，統制されていること，   
利手側の立場でものを考えること，従業員代表が′ソj・働苫との仲介役になること，共l司し   
て責任を負うこと，労働者との対話が組織されること，ルールが法律で明確になってい   
ること，健全な対立関係であること，これにより多くの視点から判断できること，適法   
的に行動することが確保されること，労働者－の利害か考慮されること，紛争を解決でき   
ること，継続的な解決を作った合意をつくれること，問題カをサい時∴ミ・こで発見できるこ   
と，などが指・摘されている。   
他力で，短所として，時l朴がかかること，決定手続に手問がかかること，従業員代表   
が「労働組合の伸びた手」になっていて，その影響を受けること，事業所の利益が考慮   
されないことが頻繁にあること，事業所外のIl的カミ追求されることがあること，政治的   
な影響を受けること，判例が偏っていること‖），「イ．i斬iに満ちた協力」という言葉をむな   
しく感じることがあること，柔軟什に乏しいこと，などが指摘されている。  
3．従業上ま代表活動の状況   
ド】社内の従業日代長の運営の様十につき，いくつかのデータが紹介されている。  
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図表1経営側にとっての従業員代表の位置づけ（％）  
通全 リく でそ あの  
る   る   自社の従業員代表と協力するか才子かではなく，どの   
ように協力するかを考えるべきである。イ軋旧者側の  40．3   0．8  5．1  
。   
業員の意思形成にJ寸して決定的な影響力を及ぼして  67．0   18．5   3．8   10．7   従業員代表は共同決定機関である。それは当二杜の従  
いる。  従業月代表は，事業所内の協定を締結する耳事苫と   
して洲動条件に那智を及ぼしている。労働協約を・  
緒に具体化する存在として，その影響力は将来さら  
44．6   33．4   9．4   12．7  
従業員代表は事業所内の指導部である。もし彼らの   
能力や資格に欠けるところがあれば，管理職の場合   
と同様に，それは企業運営にマイナスの景ラ響をもた   
らす。   に強まる。  
従業月代表は重要な生産要素である。それは，介葉   
決定を無にし，または実施を延期させ，それによっ   
て企業決定がもはや経済的意義をもたないようにす   
79．5  7．3  O▲8   12，4          70．6  15．9  ‖ 0．8  コ  
ることができる立場にある。   
表か友好的に協力すればするほど，事業所内の問題  
従業員代表と協力することは一つの運菅深層である。  
てすむ0  経常指導部は，企業経営者としての役割の範囲1ぺで   J   十 2．5   
らない。   12．2 」 従業員代表の水準が高く，かつ，経営陣と従業員代  79，7   十十  1．3  11．9   解決にあたり，労働組合の協力を得ることは少なく  」  
しばするほど，事業所内の問題   
1合の協力を得ることは少なく   
79・77・1rl・3  
帽ナ者としての役割の範囲1  J   2 
47．B  
出典：H．Niedenhoff，Die Praxisderbetrieblichen Mitbestimmung，S．25－26  
イ．会 議   従業員代表会議は定期的に開催きれており，毎週開催が最も多い（図表   
4）。開催時刻は午前中が57％で最多である。また，事業所塊根により所用時間の遠い   
があり，いずれでも閃半期に平均7．8回の会議が開かれているが，500人未満の事業所  
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図表2 従業員代表という機関の意義（％）  
従業員  
使用者側   代表側   
ある   19．8   1（）．0  
63．5   54．0   
安である   11．5   34，0   
でもつ   3．1   0．0  
0．0   0．0  
2．1   2．0   
出典：炉1表1と同じ。64自」 
図表3 従業員代表と使用者の協力状況に対する評価（％）  
使用者側  従業員  
代表側   
とても良好である   14．6   8．0   
良好である   61．5   62，0   
まあまあである   15，6   1と主．0   
それほどよくない   3，1   8．0   
悪い   2．1   2，0   
回答なし   3．1   
聖し」   
出典：図表1と同じ。65頁。   
では，平均2．6時間開かれているのに対し，それをト回る規模の事業所では3，2時間で   
ある。これは事業所規模が大きいほど議題も増えること，また同一議題でも相席委員   
数が多いほど会議が長引くことを示している。  
ロ．内部の各種委員会  従業員代表内部には各椎委員会が設けられている。代表委員   
が9人以上いる場合には，内部で常住代表委員会が設置されるが（事業所組織法27条），   
図表5によれば，それは守均4人で構成され，平均H2匡1開催されていることがわか   
る。  
′、．労使協議  恍川者と従業員代衣は少なくとも月1匝l，懇談のために会合するもの  
．？β   
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図表4 従業員代表会議の開催頻度（％）  
毎日   33．2   0．5   
141十おき   2．8   0．0   
毎月   14．9   
不定期   19．2   
出典：図表1と同じ。38頁。  
図表5 従業員代表内部の各種専門委貞会  
平均  製造業  サービて業  平均  製造業  サービス業   
丁妄盲盲て㌃    日間開催繊度（国）    丁童謡妄時間（時間）  
1．2   1．5   
人事委員会   常任代表委 会  4、3  4．7  3．5    2．1  1．7  1．6  1．4        3．0  3．5  2．2  1．0  H 1，5  0．3  1．1   0，9  1．  
労働時置倭員会   1．5   2．6   0．6   0．4   0・5 o・2  0．6   0．7   0．4   
安全衛生委員会   3，4   4．4   2．5  0．6   0．8  0．3  0・9   0．9   0．8   
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a．労働時間変更の承認（たとえば，時間外労働，プレ、ソクスタイム制，労働時間の有   




d．事業所ないし企業の経済的状態および矧謁に関する情報（たとえば，受注状態，コ   
















a．労働時間閑適（たとえば，時間外労働，労働時間の厳守，休暇規程，労働時間に関   
する労働者の嬰1署，パートタイム勤務，フレリグスタイム制，操業短縮，交代制勤務   
の空き番，休憩規程，営業時間など），  
b．職場安全のテーマ（たとえば，事故防」し二，騒汁防止，環境間凰 換気，暖房など），  
C．作業組織および作業条件に関するテーマ（たとえば，作業工程およびその改善，職   
場の雰同気，改善提案，新技術，合理北瀾牒措置，交代抑】勤務の申し出，交代制勤務   
計画など），  
d．人事計画と八各措置（たとえば，人事変更，人員削減，労働者・の採用，臨時手伝い   
の配置，外部人相の活用，グルーー7け労働，事業所内部における欠員補充の募集，人員   
補九 季節労働者など），  
イ〃   
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i．労働者に関わる個別の問題（たとえば，営告，戒告，補償金，苦情，家内労働，賃   
上げ，賃金計算，賃金格付け，職場の人間関係や家庭頁佳との調整などの社会的な諸   
問題，契約愛東など），  




m．福利厚生施設の設立と拡充（たとえば，従業員談話室（SoziaJraum），共済組合，格   
安の企業チケット，労働時間中に買い物に出かけれらること，社宅の建設など）  
n．職業訓練生問題（たとえば，職業的な専門教育，訓練生引き受けなど）  








また，最近，実際にどのようなテーマに閥Lて労使間で議論されたかを問う（1997   
年調査）と，図表6がホすとおりである。人事問題および労働時間で頻度が高いり 製   
造業では1‡合間題の，従業員500人を【二l司る事業所では構造転換および頂金問題の比率   
が平均を上l司っている。  
ホ．従業員集会  集会は79年には年11昭．5Lロl開催され，そのうち工業部門では2，8帆   
サービス業部門では3．8bl，5（）0人未満の事業所では3．21軋 それ以上の規模では4．3lロl   
開かれている。これは四半期ごとに定例従業員集会を開くという法定基準（43条1項）   




つつあると推測される。なお，集会は火曜に開かれることが多い。   
使用者側のアドバイスとして，「開催は週末直前を避けること。そのときには，あと  
・‖   
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図表6 協力のテーマ：あなたは先月とのような重点課題に  
取り組んだか？（％）  
a）製造業  
頻繁に   たまに  
構造転換   44．7   34．0   14．9   6．4   
労働時間   70．2  25．5   4．3  
賃金問題   17．0   68．1   8．5   6．4   
人事問題   76．6   19．2   2．1   
専門教育・継続訓練   10．6  72．3   14．9   
その他のテーマ   12，8   ・6   2．1  
2．1          2．2  
42．5   
b）サービス産業  
な し  回答な口   
構造転換   頻繁に  たまに         50．（）  35．5   8．1  6．4   
労働時間   70．9   25．（）   0．（）   4．1   
賃金問題   2．4   66．9   21．8   8．9   
人事問題   71．8  22．6  0．0   5．6   
7（1．9   12．9   4．9   
専門教育・継続訓練   
11∴i  
」  21．8 ＿」   
C）従業員500人を下l叫る事業所  
「砺㌻ たまに  口 な レ   
構造転換   45．2  36＿5   11．1   7．2   
労働時間   70．6   26．2   0．8   2．4   
賃金問題   3．2   66．7   
人事問題   71．4   23．0   
専門教育・継続訓練   12．7   70．6   
その他のテーマ   23．8   
20．6  9・5  
0．0  5．6        12．7  4．（）  
d）従業員500人を．1二阿る事業所  
構造転換   57．5   頻哀に  たまに  な し  回答なし      32．5  7．5  2．5   
労働時間   75．0   22．5   0．0   2．5   
賃金問題   25．0   60．0   12．5   2．5   
人事問題   75．0   22．5   0．0   2．5   
専門教育・継続訓練   5．0   75．0   17．5   2・5   
止の他のテニL⊥里二旦  57．5   2．5  ⊥旦り」   
五  
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e）使用者の観点から  
頻繁に   たまに   な し  回答なし   
構造転換   54．2  36．5  3．1  6．2   
労働時間   70．8  23，9  ］．1  4．2   
賃金問題  3．1  64．6  22．9  9．4  
人事問題  69．8  22．9  1．1  6．2   
専門教育・継続訓練   9．4   71．9  14．6 4．1   
その他のテーマ   22．9   52．1   3．1   21．9   
f）従業員代表の観点から  
相楽に   たまに   な し  同答なし   
構造転換   38．0   36．（l   2（）．0   6．（）   
労働時間   78．0   2（し0   2．（）  
賃金問題   18．0   66，0   10．0   6．0   
人事問題   78．0  2（l．0  0．0   2．り   
専門教育・継続訓練   8．0   72，（）   18．0   2．0   
その他のテ【マ   10．0   46．0   2．U   42．0   
g）稔合調査  
頻繁に   ま亡こ  な し  回答なし   
構造転換   49．4  34．7  9．7   6．2   
労働時間   71．1   25，0   2．8   
賃金問題   7．9   65．9  18．2  8．（I   
人事問題   72．8   22，2   0．6   4 4
専門教育・継続訓練   10．8   72．2   13．1   3．9   





労使とも従業員集会を電視している。とく仁こ，組合は重視していて，トイツ労働組   
合同盟機関誌いわ〈，「従業員集会は組合の革装所政策の重要な要素である。」また，   
金属労組機関紙いわく，「仲間に4国ではなく23回にとどめるのは怠りである。」匡l表   
9によれば，組合側代表は62％の事例で頻繁に出席している。他方で，使用者側も，   
従業員集会は企業側の見解を伝えるいいチャンスであるとみている。  
へ．研 修  法律の定めにもとづき，代衣委員としての職務迷子∫に必要な専門知識を  
イ3   
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図表7 従業員集会の平均的所要時間および出席率（％）  
2」弓   
こ業   
「）l）人を下kllる二軒某所   ‖  平均的所婁時        1．4    1．4  DO人をト回る事業所  2．3  二、ド 均  l，7   
．LH典：L馨l表1と同じっ 52軋  
図表8 従業眉集会開催の場所および時期（％）  
6．4  40．O14．2   M   
8．7   
37＿5   16＿5   
49．2   40．0  
19．1   32，5  37－5  17．1   
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図表9 部外者が従業員集会で発言する頻度（％）  
労働組合代表    使用者代長    「妄蒜卜    轍鮒こ  T  たまに  なし  頻熱二 たまに   なし  噺軌こ たまに   なし  製造業  65．9  21．3  12．8  2．1  4．3  89．4  10．6 H  36・2  46，8   サービス産業  59・729・0   6．5  2．4  6．5  83．1  2．4  2r）．9  67．7  従業員500人を上回る事業所  54．8   30．9  10．3  2，4  6．4  85．7  3．9  21．4  68．3   
亡ラ耳 61．9  26．7   
従業員500人を下回る事業所  82．5  15．0  2．5  2．5  10．0  85，0  7．5  42．5  45．（）  
7．9  2・86・8   83．5  4山  26．1  61．4   
甘典：図衷1と同じ。56頁。   
人年間4Flである（図表川L 37条7現にもとづく研修が，代表委Fi・人あたり年間1  
ヒ†というのは，法定基準のごく一部しか利用されてし、ないことを示している。代表委  
員が参加している研修の主催者はh二倒的に労働組合である。  
4．仲裁委員会烏よび裁判の経験   
事業所組織法をめぐる法的紛争は裁判所で，共同決定事項で使用者と従業員代表の間   
で合意が成立しない場合には，仲裁委員会が設属されて事案に関する解決がはかられる。   
ニーデンホフの調査（1979年）によれば，仲裁委員会の経験は少なく，「相楽にある（oft）」   
と回答するのは0．〔）3％であり，「たまに▼lというのは18．∩％である。従業員代表は年間平   
均0，1回，仲裁委員会を設置している（図表1＝（コ）。   
二 伸用老側からみた，運営の困難性と改善すべき点  
従業員代表 への対応にあたって，使用者から困難なこととしてあげられるのは，経甘陣  
に対する従業員代表の個人的な態度，専門的能九 そして個別問題で恒常「伽こ対立がある  







と非難する。   
つぎに， 人月問題である。具体的には，人事計画，人員削減，個人懇談である。従業員  
45   
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図表10 研 修  
従業郎nO人を  
サービス産業   上回る事業所   
卜回る事業所   
「這1  
法37条6項  
法37条7項   
平 均   鳥＋  2．5  2．6  2．8   0．6  皿  1．0  皿     2．1  2．2  2．2  2．し）  析修主催者（％）  
労働組合  91．9  93・7   






2．1  0．8  0．8  1．0   63．8  10．5  19．1  ］亘二   51．l  65．3  65．1  64．6   
出典：図表1と同じ。59勇二。  
図表‖ 仲裁委員会および訴訟の平均回数（年間）  
サービス産業  0．1n  0．2  従業員500人を下回る事業所  ＝）4  0．1   
∩．6   
平 均   
従業員500人を上Inlる事業所   
0．20  
0．1（J   旦ヱ＿」  
出典：図表1と同じし 63頁。  
代表はそれらの取ー＝吸いをイデオロギーー的であるとみている。彼らは資本と労働という占  
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と，個々の法律条文を慮調すること，またはあまりに形式主義的′自1祭主義的で議論に長い  












顧客という言葉の意味が従業員代表には正しく理解されていない。」という。   
興味あることには，仲用者側でも自らの問題．ホが指摘されている。「経営陣が事業所組織  
法に関する知識が乏し〈，そのためにしばしば従業員代表にしてやられている。」   
つぎに，調査では，協力関係で改善すべき点が質問された。この一・、呈では，いずれの回答  





繁にある。   
第2に，資格について，【代表委員の研修や継続教育か必要だ。使用者側も企業の事例検  
討など，そのための研修を用意すべきだ」という回答である。   
第3に，組合依存を弱めることにつき，丁従業員代表は組合の歩行バンドから放たれるべ  
きだ。また，影響力を制限すべきだ。そうなれば，より企業の実情に応じた解決が可能に  






考えられる。   
事業所組織法の改正につき，実情に近し一法律に変えることを求める声がある。「共同決定  
はもっと現実的になるべきだ。」ト現在の労働市場の状況に適したように法律を改めるぺき  
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できない。事業所では自治的に決定する権限をり一えられてし  ない。使用者は，従業員  
代表の上郡レベルで話をしても，法行り二，同時に，事業所レベルでも説明しなければ  






事業所レベルで扱うこ  個別的な人事措置や労働時間  とがふさわしい事項は，   の扱い  
である。   
企業内の集団的な規制は，従業員代表を抜きには，またその反対があっては効果的  
には実施できない。   
これまでの経験によれば，情報をより多く提供されている従業員代表ほど，決定を  
場合によっては労働者のなかにある保留の意見を説得さえす  ともに実行し，   る。ただ  
L，情報提供の時期は早すぎても遅すぎてむよくない。  






中央従業員代表は重安な役割を果たしているし 従業員代表が当面する課題が多様化す  
イ．ヾ   
岡 法（54－3）576  
るなかで，中央従業員代表のもとには専門化した委月会が設置されるようになってい   
る。たとえば，人事・福利厚生，専門教育・研傾，個人情報保護，環境・就業保護，   
職場評価などの委員会である。このなかに，たとえば「女件促進M家庭と職菓」「社会   
計画・利益調整」という委員会も含まれる。専門知識を備えたそれらの専門委月会メ   
ンバーと使用者側が臓腹な〈相談すること抜きには，重要で多様な課題をこなすこと   
はできない。それが，根底的な分析および迅速な組織展開を求める両者の利害iこもか   
なう。多くの専門的な問題は，専門知識を有する代表委員と詰めて議論し．場合によ   
っては営業政策的な決定にあたり諸問題を事前に解決することができる。  
迅速な情報の流れを確保するには，法律規定を超えて，定期的に中央従業月代真の   
参加のもとに地域レベルで従業員代裁と話しあう必要がある。  
ホ．従業員代表の資格向上  
従業員代表に期待される課題の多様化に対応するためには，従業員代表が専門知識   
を修得することが必要である。そのためには，必要性に応じて専門的な資格向上や研   
修に継続的に組み込むことである。外部の研修と・lFそんで，企業内部の研修も有益であ   
る。  
へ．ヨーロッパ的なはがり   
ドイツの共同決定制度は，比類のない制度であるとして，しばしば外国から批判さ   
れる。なかには，†それによって実りある肘業政策の実施が妨げられる」と批判される   
こともある。たしかに企業レベルのそれをみれば，そういう側面もある。しかし，事   
業所レベルのそれをみれば，どの国にも何らかの形で升動老の代表制度があるし，いく   
つかの国では，それは組合による代表である。法律にもとづ〈にせよ．慣行にもとづ   
くにせよ，事業所内の労働首代表と協議するという点では共通するものがある。  
その場合に，共通して要論されていることは，つぎの 点である。すなわち，  
・専門知識面のみならず，指導スタイルの．互で人物的な適性を備えた指導チームであ  
ること．   
・透明性，†i絹頁，および上下関係をまたがるコミュニケーションを促進するような企  
業史化をもつこと，である。  
2）ゲアハルト・ブリエック（カウフホ7百砦店人事相当）「労使協力」   
カウフホフ社では，法律規定を上恒lって，支店従業員代表の参加を幅広く考慮して，   
労使間の信税に満ちた関係のもとで，企業内の関係省の効率的な協力を進めている⊃   
イ．新しい技術の導入  
協力の代衷例として，新Lい技術導入にかかわる職場レベルの協力がある。ここで   
は取締役会と中央従業員代表の問で長期にわたる交渉を経て，抜本的で将来にわたる  
中央事業所協定を締結L，たc脱走事項は，商品ぶ灘は調べシステム（WarellWirLschafts－   
system，商品の需給状況などを調べて現場やトップに実情を伝える）およびPAISY  
八   
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という賃金計算方式の導入である。中央従業員代表はこの協定の締結交渉にあたり，   
後でことが順調に運ぶように三呪他の従業員代表と密接に連絡を取りながら進めた。   
この現地の従業員代表との情報および意見交換は，いわゆる地域懇談（Regionalbes－   
prechung）として行われた。それは経営側と中央従菓員代衷との取り決めにもとづい   
て，年2回開かrLている。これには，現地の従業月代表の議長，副議長そして年少者   
職業訓練生代表も出席する。さらに，中央従業員代表の年少者職業訓練生代表が加わ   
ることもある。この会議に出席するには，往復時間を含めて2日かかる。この懇談は，   
問題を抱える課題の遂行を円滑にする。テーーマによっては組合が反刈▲を主張している   
場令があり（たとえば，情報バンクやPAISYシステムの導入），そのときには難航す   
ることがある。   
事態の困難さを認識してそれを打開するために，中央従業員代衷が，従業員代表側   
の信任があって，かつ使用者側からも受け入れられような専門家を話しあいに招くこ   
とを提案したご1事業所組織法80条3犀＝二よれば，従業員代表が専門家を招き入れるた   
めには使用者側の了解が必要である。使用者側は事態の進展をはかるために提案を受   
け入れた⊂専門家が交渉に加わることによって，話しあいは，客観性を欠いた，また   
はイテ’ォロギー的な理tHづけの議論がなくなり，実務的な会話になる。それにより合   
意が促進されることがある。  
中央従業員代表との間で締結されている中央事業所協定には，店舗およびか業レベ   
ルにおける通告および従業員代表が蓼J」目する手続きが明記されている。催肝者は従業   
員代表に適時に適切に情報が提供しなければならない（90条）が，その具体的な基準   
が協動こ記されている。すなわち，「適時に」とは，予定されている措置に関する協議   
が当該計画の実施前に宥われることをいう。そして「適切に」とは，関係する従業員   
代表がその目標なりを明確に理解できる程度に包括的に提供されることを指す。情報   
提供にあたっては，まず情報の基礎となる資料が手渡され，その後に，その内容に関   
して説明される。そのうえで，協議が行われることになる。  
ロ．商品品揃え調べシステムの導入  
各店舗の特殊件を的確に把捉し，関係する従業員代表の権限が適射こ考慮されるた   
めに，全社規模の中央事業所協㍊は，地域の店舗における商品品揃え調べシステムの   
導入にあたり現地の従業員代表が参加て’きるようにすべく，現地の従業員代表と小央   
従業員代表とで合I司の作業グループを設けることを定めている。これは，中央従業員   
代表が交渉にあたり，通用される各職場の実情を把捉するうえで役に立っている。な   
ぜならば，店舗か多数あるなかで，すべての店舗の実情を考席して規制するには限界   
があるからである。また，そこに人事制度や電算情報処理の専門家が加わることによ   
り，労働者からでて〈る質問に対して専門家にその場で対応してもらえる。  
さらに，中央事菜所協定にもとづき，その協完から吐じる問題を協議するために小   
火従業員代表のなかに常任委員会が設置されている。商品品揃え調べシステムから生  
J；り   














いる。   
商品品揃え調べシステムに関する中央事業所協定をめぐる交渉の目的は，両者の理  
解によれば，つぎのとおりである。すなわち，  
・現地の従業員代表と中央従業員代表の共同決定を→貰しノて見守り，その状況に適し   
た規制を定めること，  
・関連‾うる保護税定によって労働者の利益を包托的に考慮すること，  
・できるだけ不安定な点や不明な点を取り除し、て，おかれた実情をカバーする，包括   




を考慮することが必要である⊂   
それが長期的にみて有効な協力の祉であり，企業の恒常的な発展と職場の保障のよ  
き出発一舶こなる。  
3）ベルン′、ルト・ゲ7ス、テンペルク（ヴァ、ソカー化学有限会社・人事担当取締役）「共   
同決定企業における従業月代表との協力に関する一一般的な縦介」   
従業員代表が共同決定にあたりよく取り上げるテーマは，社会的事項である〔そのテ   
ーマで成果を挙げて労働者に目に見える形で共同決定の意義を示すことで，人気を得る   
ことができる。ベテランの代表委員ともなると人事課担当省と顔なじみになるので，信   
頼に満ちた協力関係を築くことは春易になI），協議と相互の意見交換が迅速に行われる   
ことになる。よく取り上げられる具体的な事項は，福利厚生施設，社員食堂の内谷およ   
び価格，自社製占J，および在庫品の従業員向け販売などである。従業員代表は福利厚生施  
5J   




















と期待するならば，労働者に対してその旨  ことを知っているからである。再選されよう   
を態度で示し，どれだけ役に立ったかという成果を示さなければならない立場にある。  
そのために，Lばしば不必要に紛争が生じる。使用者側は，雰囲気を和らげるために，  
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問題なのは，使用者側が提供する人材開発プログラムに代表委員が参加することに，従  
業月代表が依然として不安を抱えていることである。もし代表委員がこれに参加すると，  










4）アンドレアス・シュレー7（アウディ杜人事担さ1川史締役）「紙骨課題としての共同決定」   
イ．企業政策としての人事政策  
当社では，人事政策は企業政策の重要な件のひとつとして位置づけらrLている。こ   
の政策では，30年前にはまだ位置づけられてはいなかった，企業の役割に関する自己   
認識が示されている。企業幹部は70年代には，その決必こあたって一連の人事政策を  
まだ十分には考慮していなかったことは否定できない。これは財務，製造または販売   
部門など各相当省の怠慢によるものではない。人事相当部門が企業に対してどのよう   
に貫献するかについての位帯づけが曖昧で，または責任の所在が不明確で，人事政策  




り，それは最大限の信車齢二満ちた協力関係を目指している。   
ロ．有効iこ機能するための前提条件  


































拠をホして議論する能力および交渉能九 そして社会政策上の展開が及ぼす意義を経  
営側の感受性に対してに訴えることも重要である。   
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回答の3点目は，かなりの企業が外国の親会社に従属していることである。アメりカや  
イギリスの続骨陣はドイツの共同決定制度に関する理解に欠け，多〈の場合に対立するに  
いたる。   
リストラ，アウトソーシングまたは企業の新鶴設立が，適時の包括的な情報提供なしに  
行われると，労働者は不安を抱えるに至るが，そのような労働者の気持ちにつき催用省側  
















事業所の概要として，当社は95年にジーメンス社の了・会社として設立された。当初の   
労働者数は2，500人である。その後，さらに増えた。事業所数は10である。事業所ごとに   
労働者数をみると，最多で南バイエルンに約2，2nO人，最少で南内地城に約100人である。  
促用者と従業員代表の協力関係は，「良好」というよりも，むしろ「特別に良好」とい   
える。使用者側は，従業員代表委員が選出されるたびに，たとえば賃金を前貸しすると   
いうような形態で，使用者側のほうかごノ信楯に満ちた協力の意思を表明してくる。した   




我々は企業家的な決定を－一緒につくる。交渉を妨げるのではなく，共同Lて進める。   
紛争を煽るのではなく，解決する。すなわち，従業員代表は催．椚者のパートナーである   
と考えている。  
社内で開かれるセミナーの最後には使用者が出席して，今後の両j二者の関係などを話し  
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本気で受け止めていることである．っ 第2に，労働者の構成で高度の職業的資格を有する  





いる。比較的若い人々  にとって，従業員代衣委員であることは職業的なキャ  リアにとっ  





いという各人の要望が強いことであるJ   
この事業析では，双方の交渉担当者間の関係が良好であることは，有利な条件である  
とみている。長年にわたって柚11二の信栢か築かれてきて，それは少々の嵐には耐えるこ  
とができる。一 双リノとい二相手万の正当な利害を認めあっている。両者間に利害の対立は  
あるか，それは率直に意見交換されているリ 、仁ば公式な予備交渉で譲歩の限界が表明さ  
れ，率直に議論され，そして妥協が最大限追求される。それは成果をあげてj；リ，仲裁  
委月会や労働裁判所で争われることは棉である。このようなイ吉相関係が基礎になって．  
両者のⅠE来はスムーズである♪ H常の多くのことか，h級レ〈こルの世話にならずに処理  
されている。  
．う（；   
開 法（543）568  
たしかに，すべてが順調に処二哩されているわけではない。とくに，下部レベルでは，  
事業所組織法とは無線に，専門知識なしに処理されているてノ そこでは，従業員代表の蟄  
求に対し，時期を失して対）志されているし 企業の指針を鉄柵に解する傾向が，しばし．ば  





性に欠けるような従業員代表のそf軌は，伸j揖をかたくなにさせる。ノ いずれにせよ，その  







に研佗を受講しても，現場で働いている従業員と同じように職業的経験を積むことはで   
きない。   
両者の協力にと一ノての困雉の多くは，無期的に解決できる。そのなかには，相手の役   
割に対する理解をお百二いに促すことも含まれる。これは，たとえば特定テーマに関する   
ワークショ、ソプのような一升使合同のプログラムにより促進される。   
労働法や事業所組織法に関する知識不足も，管甥職研修によってかなり解決できるっ   
残念ながら，そのような企画を行う企業側の用意はまだないようである。それは代表委   
員に対する研修に関しても同様である。両宥か専門知識逐も1と身につけることで，協   
力関係か牧羊される可能件は拡かる。   
経営陣は，従業月代表の業葡は事業所を運営するための頚賓なテコであり指導の一部   
であるとみている。このような理解が，代表委月に専門性の高い人材が立候補し，音任   
を負うことにつながっている。  
3）ゲオルク■ゾイベルト（ジーメンス社従業員代表委員■監査役）  
臼分は長年専従委員を務めてきたが，その桂験にもとづいて報告する∩交渉当事占は，   
両者の良好な協力関係が労働者虻よび事業所の利益につながるということを知っている   
にもかかわらず，経済的な問題が生じたときに初めて，それを思い出すという遅れた対   
比、になっている。  
当事業所では，事業所協定締結などの重要な課題に際しては，代表委月と専門的な縦   
骨幹部で合同専門委員会を設偏することが合意されている。ここのメンバーには，専門  
57   


























的余裕をもって出席させることを要望したい。   
これまでの経験に照らして，対正老聞の健全な争いの文化は不可欠である。ここで，  
「文化」という言葉が前面に出される必要がある。   
以下に，作業方法，賃金支払力■法，職場編成などの変更または新規の定めにあたり，  
対立があるにもかかわらず，積極的な協力のために大いに利用できる留意点を列挙する。  
イ）共同決定は従業員代表との間でだけで終わらせるのではな〈．決定過糧に関わる労   
働省を引き込むべきである。なぜならば，現場の詳細は関係者にしか判らないからで   
ある。  
ロ）予定されている措置を関係ノこ削動者にできるだけ早くにイ云えておくことも，有益であ   
る。  
ハ）経営陣と従業員代表の聞では，経験と意見を継続的に交検する必要がある。この話  
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この企菓の特徴として，つぎの．キを指摘できる。第1に，シーメンス・コンツェルン   
とほ異なって，当社では中央従業月代表清動昭人、トは，仙別グ）従業∈i代束に対するサーー   
ビス活動である。可■陪従業日代譲は、良年の経験により，使用者側のなかにいずれのテ   
ーー「フでむ話し柏手をもっている。賃金，福利悍生施設および電算技術など，各椎委員会   
で合l司で話し合われ，そのテーマに関する交渉の準備かできているか歪かをすぐに知る   
ことができる。余分な挨拶ぬきに，すぐに会談困容に人ることができる。、   
第2に，事業所レベルにおける協力関係は良好で，議題となる草加こ関しては，短期   
のうちに処理きれている、つ 懸案事剰二間しては，従業員代羞と拙当首の聞で迅速に意見   








を見つけることほ難しい∴従業は代表は そのノ．！王ではもっと勇気をもっている。意外な  
ことに，組合員である代表委員もそうである。従業員代表の多数は金属労組メンバーで  
あるにもかかわらず，我々の労働峠閏‖こ関する阜＝賢所協定では，そのように運川されて  
いる。   
使用者側には，しばしば，日々の業務を解決するための創造性に欠ける。使用者は労  







．・了JJ   




迅速に問題を処理するために．運営単イ立を′トさく した。しかし，共同決定では一般的な  
解決が求め／」れる，ここでは現在，知的なミクロレベルの解決が問われている。一つひ  
とつの職場の前で立ち止まるわけにはいかない。販売，開発，サnビスというような多  
様な業務では，各部署および紆升動舌に症、じて異なった作業条件か求められる  。そのた   
めには，佃用省にも柔軟性と創造性が求めL’）れている。  





7項臼があるこ   
イ．人員変動：専従委員定数を規定する従業員数および刊表委員数による。   
ロ．事業所規模二従業員代表の規模が小さいほど，〟つの単位あた「）の費用は′トさくな  
る、⊃ 他方で，多数の事業所が一つの従業員代由二統合されると，代表委員定数は減っ  
てくる。もっとも，専従委員の定数はそれとともに増えるが。   
ハ．専従委員のなかで，職上＝iと現業労働者の人数構成によっても異なってくる。職員の  
ほうが概して賃金水準が高いので，職冒の比率がl曽iいほど常用は高ず〈。   
二．代表委員が熟練労働者か．それとも技能水準の紙い労働・苦かでも．輿なってくる。   
ホ．塵業部門二そ升性格L．組行や研究機関の賃金水準は，製造業に比べて高い。   
へ．事業所の定義：分散する事業所がどのように「事業所」としてカウントされるかに  
よっても輿なる∩ これは従業員代表選川単位の数または従裳li代表の規模による。選   
Jl岬位が増えるほど，一般f伽二は響1日は高ずく。従業員代表規模が人き〈なると，フ  
ルタイム専従の人数が増えてくる。   
ト．事業所協定が法定昼唯を＝11る内容を定めると，背仙こ影響を及ぼす。実際には，  
多くの事業所で法定基準にf二乗せした人数の主や  麦riがいる   
運営に必柴な賀川の項目を分類すると，図表12のとおりである。専従委員の八作牽か   
主たるものであるこ、  
2．イ【L■戯委員会および事潔所外の法相紛争の費用   
仲裁手続に作う費用は，図表13の通りである。ここで製造業とサービス某の間で人き   
な開きがあるが，これは組合組織率に違いに対応して，紛争件数が異なることによると   
推測される。さらに，裁判華用として，労働者l人あたり年間6．4マルク〔1マルク＝約  
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図表ほ 従業員代表活動の費用（マルク）  
平 均   製造業   1トービス業   
専従委員人件背   248．64   266．76   205．14   
活動のための職務免除  171．99   162．05   211．77   
出張費用   15．97   15．30   17．43   
ノ肝 修   11．04   11．68   9．02   
事務所，会議室   20．43   11．38   42．15   
事務所備占古   2，38   3．87   1．94   
事務用品   2．73   3．91   2．17   
事務補佐人件費   21．72   24．51   12．42   
掲示板など   4．89   4．62   5．20   
文献資料購入   （l．57   0．52   0．72   
印 刷   4．34   4．73   2．00   
法的紛争   7．69   7，87   7。（）0   
もてなL   5．15   5．59   0．75   
合 計   517．54   522．79   517．71   
出典：図表1と同じ。125頁。  
図表13 仲裁委旦会手続の費用（マルク）  
平 均   製造業  サービス産業   
議長への報酬   29．02   40．47   6．13   
陪席者への報酬   13．99   19．49   3．02   
専門家への賀用，会議室  
0．5B   0．65   
使用料，出張費用など  
0．67   
合 計   43．59   60．61   9．82   
出典：図表1と同じ。131頁。  
6ヱ   















7．合 計  
図表15（7）とおりである∴升働者1人あたり井関1096マルク（約54Rユ【ロいぐあり，日本  
円に換算すると8力‘一丁J台である。  
止 従業員代表委員選挙（4）  
まず，代表委員選挙の流れを図表16にホしたり この章の言己述でも紹介舌の分析をかなり  
織り込んでいる。  
1．結果の特徴   
1998年選挙のデータを図表17にホL7∴ 創jrJ選挙の場合の平均投票＊は81％である。   








法律卜，、11峠は規則とlノて労働者側と職艮側が別々に選挙を実施するが，有権者が21   
人以」二の場合には，双方が合同で選挙することに合意すれは，合同で実施される（14条   
2項。ただし，01年改正により変更され′二）。その際に，労職双カ■の有権者のそれぞれの   
過ゝ「敷か投票した場合に初めてイ†「刺とされる、  
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図表川 従業員集会の費用（マルク）  
平 均   
職務免除の費用   263．99   216，18   
製造業   サービ可  
598五「  
生産減の費用   201．28   174．30   （算定不能）   
物品支出   18．29   15．66  30．63   
出張費用   1．84   0．46   2．20   
蜂常陣の貨川   3．86   4．32   2．34   
合 計   礪9．26   410．92   633．88   
出典：閲表1と同じ。135‡王〔、  
図表15 事業所組織法適用に伴う費用  
（年間，労働者1人あたり，マルク）  
督 目   平 士±J   製造 －ビス産業   
従業員代表活動   517．54   522．79   518．67   
仲裁委員会   43．59   60．61  9．82   
代表委員選挙   6．91   9．41   12．9（l   
従業員集会   4B9．26   410．92  633．88   
年少者・職業訓練生代羞   4＿72   1．86   2．29   
同代表委員選挙   0．12   0．27   （）．09   
中央従業員代表   14∴う9   15．06   13．04   
コンツェルン従業員代表   1．12   
法律紛争   6．40   6．12   7．51  
1096．02   1044．13  1199．32   」 合計  
．11典1師表1と同じ。141頁。  
98年には，労働者の62．6％は合l司選挙を支持している。前回94年は60．2％であった。  
これを産業部門別にみると特徴があり，サ→ビス産業では分離選挙が多い（図表18）し 合  
【司選挙は，木材・梨灘■印刷では82．9％，繊維・皮・衣服では82．4％，金属・電機では  
81．3％，化学では80．2％である。これを事業所規校別にみると，明確な特徴があり，事  
（こ‘7   
56t ドイツにおける従業員代表の最適の尖情  
図表16 従業員代表季長選挙手続  
Jll典：岡表】と同L∴132頁。  
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図表け 従業員代表委員選挙（1998年）概要（％）  
1  投票率（合同選挙の場合）  80．9  
粗製制動者   64．6  
職 員   68・4   
2   選挙のプノ法  
労職分離   31．2  
労職合同   62．6   
3   従業1i代表の構成  
女性  丁五ぐ）   五訂  
男 惟   「  女 性  76．0   
外国人  4．2  
新 人   32．1  
巾i享皇   67，9   
4   労働組合の組織状況  
ニ現業労働者の代表  
ドイツ労働鮎L合同盟   75．8  
キリスト教労働組合同盟   0．8  
そのほかの労働組合   1．2  
独二立候補   6．0  
組合リストで二、tノ候補しなかった候柵   16，2  
ドイツ労働組合同盟．   46．l  
6▲3   職月の代去  
独立管理職同体   
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「  
令 訂  
ドイツ労働組合同盟  61．9  
ドイツ職員組合   3．2  
キリスト教労働組合同盟   0．5   
独、＝賢埋職印体  0．1  
そのiまかの労働射t合   1．0  
独正候補   15・2  
剋1合リストで立候補Lなかった候補   18．1   
5  議 k  
女 性   12．9  
男 性   87．1  
外国人   2．3  
平均年齢   43．9  
ヤ均勤続年数   21．5  
議長本人について   
ドイツ労働組合同盟   73．2  
所 属  3．0  
キリスト教労働組合同盟   0．4   
独立管理職用体   0．0  
そのほかの労働組合   1．5  
独立候補   11．8  
組合リストでカニ候補しなか一）た候補   10．1  
新人  28．8  
何・選  71.2 
山典：匝l表1と同じ。143144ち王。  
3．投票率   
投票結果の推移を図表19にノJミした。投米車は次第に低下していることがわかる。  
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岡 法（543）558  
図表18 選挙の方法（産菓別，％）  
サ“ビス産業  53．9   分離選挙  合同選挙      46．1  製造業  32．9  67．1   
出典二図表1と同じ。146貫。  
図表19 選挙結果の推移（％）  
1975 1978    1981  1984  1987     1998   
投票率  現業労働者  82．6 81．9 79．9    82．59  82．50  79．14  78．8  64．6   
職 員   72．7 80．8   79．3  82．53  R3＿60  75．85  76．6  68．4   
再選率  代表委員   72．3 72．8   65．6  70．28  68．3868．43   67．1  67．9   
議 長   69．9  75．9  75．4  73．11  71．51  72．19  71．1  71．2   
新 人  代表委員   27．8   27．2  34．3  29．72  31．62  31．57  32．9  32．1   
議 長 、 3n．1   24．1  24．6  26．89  29．44  27．81  28．9  28．8   
組合組織状況（所属別）  
代表二委員  67．9   58．6  63．2  63．90  65．39  69，25  66．7  61．9   
ドイツ労働組合Ilq盟 議 長  78．8   71．4 79．9   75．10  74．81  78．37  74．7  73．2   
ドイツ職員組合  代表委員   10．4   14．6  8．5   8．90  5．56  3．98  4．3  3．2   
議 長  2．614．4 5．2     6．81  ：i．56  3，79  4．5  3．0   
キリスト教労働組合同盟 代表委上i   2．6 0．7 3．7     0．80  1．04  1．04  1．6  り．5   
議 長  0．O n．1    0，5  0．14  0．26  0．45  0．2  0．4   
独立管理職   代表委上弓  0．4  
議長  
その他  
議 長   
非組合員  
議 長   
代表委員   
代表委員   
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車をしているためにづi・働香木＝ノJ二の結びつきが席であり朋ノL、か■高いことにつながっている   
ようである。反対に，サーー■ビス菜の札業労働肴の分離選挙投票率がいた一ノて砥いが，こ   
れはサーービス業では概Lて現封労働省は少なく，少数肴であるかゆえに，－どうせー：l分た   
ちの代衣の人数は少ないのだから」ということで，関心も乏Lくなることによると推測   
されるし，また，選挙力■は別，かつ，草葉所側職制に捜票ヰをみると，図表20グ）とjjr）で   
ある。ここかご〕，弔業所規校が′卜さいほど投票ヰ；が「如、ことがわかる。候補者を身近に   
感じることがでさることが一－L人」であろうし、   
ナノなみに，1961年に実施されたブルーメの調査によオ＝よ，、l壬均投票：率は7割台であり，   
紹介苫が199293咋に行った調査でも同じイヒ帥‖二ある（5）。  
4．代表委l＝iに．1iめる礼L合Hの比率   
図表19に上れば，1998年選挙ては，組合iiである代表委員jjよひ、議長の比率は低卜し   
つつある。これほ組合糾織率が低卜したことの反映であろう。  
5．再選および漸什   
代長委員の3分の2以卜，議長の7割以卜か何題されている′」これを規膜別にみると．   
図表21のとおりである。規模が人きくなるほど廿選率か高くな一ノている。その傾向は議   
長の場斜二【一層踊著である。その原J刃を推測するに，規模が人きいほど従業ii代表の昔  
／】三が労働者か／フは疎遠になり，また労儀書・を代左する多くの人材を確保するのは谷易で   
はないことによるのであろうかし 座業別にみると，運輸，創鼠 船舶および交通で再選   
率は高く，卸′売りで低し㌧  
また，再選・やが高い似向は，選挙ん沃とLて．人物ノブ一式ではなくリストノノンじの揚斜二   
よくみられる。リストノノ式では，誹を高伸樟に登録するかの判断にあたー）、経験と知名   
度のあるベテランを1二位に登録しがナノである〕   
代表委員が交替する契機は，選挙で落選するのではなく，退職によるものが多い。し   
たがって，一上1代表安土iに選ばれると，その役liを紺ナることが多いじ  
6．イじ表委員における乳性と女性の比や   
ドイツの労働者のなかで女仲は40％をハめるにもかかわらず，代表委員にl1める女性   
の比率は，24％である（19錮隼）。図表22，23によれば，代表委員でも議kでも女件比率   
は次第に高まりつつある。また，，指葉柄規校か人きいほうが，女一作比やは高いし  
7．議 長   
議長に－riめる男件比ヰ；は，87％である「か件議1壬が多い 産業分野は，繊維・使および   
衣月臣際業である。図表24によれば，議長の平ガ」牛齢は44歳であり，寺こ某所規模が人きい   
ほど年齢か高い傾向がある。  
六 管理職代表委員選挙   
一般従業員向けとは別に，管理職に対Lては独ドlのfり益代よとLて管理間代衣が設置さ  
バ．ヾ   
同 法（543）556  
図表20 投票率（辛蕪所規模別，％）  
事業所規模（人）  の投票率  
5～300  
301－600   
6〔）1～1，000  
1，糾）1～5，000  







60．8 －■   ノ   55・3   ＿⊥冊竺生⊥  ＿l  」  
一11典：【ヌl表1とトJし。148貞。  
図表21再選・新人の比率（事業所規模別，％）  
代表委員  議長職  
T■’爪1‾      再選  新人  再選  新人   
5～300   62．9   37l   65．7   34．3   
301～600   67．9   32．1   78．5   21．5   
601～1，000   71．l   28．9   78．9   2］．1   「～、 r事業所規模（人）                                                 1，001～5，00q  27．6   80．8   19．2  
5，00l～10，nOO   72．1  27．9  76．∩   24，0   
10，001以L  70．1   
29．9   88．9   11．1   
」＿ヱ均  話す 32．1   71．2   28．8  
山典：lヌ懐1とト」じ。150貞。  
れることになっている（G）っ 最新の1998年選挙の様子を紹介する。  
1．委員会設帯  
まず．その選挙手続のフローチャートを図表25に示した。ここでは，有権者の確定か   
ら作業が始まる。事業所組織法のなかで，当該法律でいう「管理職」の定義をおき（5   
粂3項），選挙毎に誰が該当するかの確定作業が石われる。それによれば，この法律にお   




るものであること。   
2）統括代理権もしくは業務代理権を有すること1全社および支店に関する代理権で  
（訝   
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図表22 代表委員および議長の性別（％）  
1975  1978二ニコ  
代表委   代表委員  議 長   
男」l斐   83．7  97  79．8   87．2   
12・8  
代友香員 議 長   代表委員  議 長   女什  16．3    2   2n・2    1981   1984  
乳性   84．9   94．1   81，3   89．2   
女性   15．1   
代表委員l諸己 長   代表委員  議 長   5．9  18．7  10．8    1987   1990  
町件   81．4  9〔し9  81．l   89．5   
女性  18．6  
9．1  10．5  
1994  】998  
代表委員  議 長  代表委員  議 長   
76．∩   87．1   男性  79．7  87．2      止旦  20．3  12．8   24．0   12．9   
帆典：図表1とl■りじー－152項∫）  
図表23 代表委員の性別（事業所規模別，％）  




301～6（）∩   
601～1，0（）0  
1，001－5，000  
5，（）01～10，000   
10．001以L．  
出典：図表1と同じゥ153良一  
図表24 議長の年齢および勤続年数  
事業所規模  勤続年数  
5～300  
301～60n   
6〔）1～1，000  
1，001～5，00（j  
5，001～10，000   
10．001以上  




同 法（54、3）554  
図表25 管理職代表委員の選挙手続  
出典：図表1と同じ。205子i。  
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ロ．管理職は候補署と個人的な面識をもっているり 選挙では8害り以」二の事例で，リスト   
ごとに賛否を問う選挙ではなく，偶人ごとに人物本位の選挙か行われている。  
ハ，この委員会では男性力叫】心であるL。イじ表＝套iiの90％以1∴は男性である。  
二．6割以上の事例で，管二哩職川休のメンバーが逃出されている。つぎに多いのは，独   
二＼tLた候補者，またはいずれの川休リストにも属していない候補者である。労働組合   
はほとんどかかわっていない。  
ホ．一般職の従業甘代表とは逆に，管理職の代表奈上封ょさiまどll■il志していないし．新人組   
と再選組がほほ同数である。  
7二，   
同 法（54－－3）552  
図表26 管理職代表委員選挙結果（％）  
1994年     1998年   
1   投票率  85．4   
2  投票の方法  
人物選挙   92．1   87．1  
リスト選挙   ・9   11．0   
3   代表委員会の構成   
女 作  2．5   5．3  
男 性   97．5   9∠l．7  
外国人   0．4   0．4  
新 人   46．6   47．6  
再 選   旦   52．4   
4   同体所属  
独立管理職同体   46．9   61．6  
ドイツ労働組合H盟   2．3   1．9   
ドイツ職員組合   0．3   0，4  
キリスト教労働組合同盟   0．0   0．0  
そのほかの団体   2．9   0．1  
独立した者，またはいずれの岬体リストに   
も所属していない候補   
47．6   36．0  
5   議 長  
女 性   D．3   1．6  
男 性   99．7   98．4  
外同人   0．3   0．9  
年齢（歳）   50．2   51．4  
勤続年数（年）   18，2   22．1  
同時に監査役会において管理職とLて所属  12．3   20．1  
するか  はい  
いい．乙   
く議長の団体所属＞  
廻し立管：印職団体   
87．7  79．9  
40．0   64．0   
ドイツ労働組合H盟   1．2   1．6  
トイツ職員組合   0．0   0．2  
キリスト教労働尉1合同盟   0．0   0．0  
そのほかの団体   0．0   0．5  
独立Lた者，またはいずれの団体リスト  58．8   33．7  にも所属していない候補  
新 人   43．3   40．5  
再 選   56・7 
r11典：図表1と川じ。213214頁。  



















背理職は男憎月】心の川‾界である「ノ 女什奈川まヰJニJ5％のところ，化学産業では最も高  
く，8％であるっ  
7．代表委員の川体所属  
管理職の世界では，それぞれの分野ごとに符二印職川休が設二正されている。それは，化   
学産業では化学産業大卒・背坪職川休という名称であり，代表委員グ）84ワ云がそれに所属   
しているし 金属電機産業では，管二印職印体という名称で，代表委月の58％が所属してい   
る。サービス業では低く，44％にとどまっている。，  
ここでは労働組合の影は薄く，ドイツ労働組合r【†」盟所属の代表委上iは2％にとどまる。  
8．議 長  
それは圧倒的に男性であり，年齢は51歳である。6割の事例で，議長は引き続いて伸   
選されている。同時に監査役を兼ねている比＊は，20％である。産業別にみて最も若い  
のは，サービス産業の50歳であり，最も高齢なのは金属・電機産業の53歳である。勤続  
年数でみると，罷ら如いのは鉱‥l・エネルギーー産業の19年である。   
同体所属の一〔買では，化学産業で最も高く，9割が所属する。反対に低いのは，金属・  
電機産業の47％である。  九  
（1）これは，労働裁判所判決かやや労働市塙りであると．幹価される佃泄一があることを指す。  
（Z）藤l人】「ドイツにおける従業日代大の活動・2」労働法律旬観1369リ▲（19951二）46頁孝用軋  
7尋   
同 法（543）550   
（3）そのほかに，仲裁委員会打続きの利川状況に関するデー一夕とLて，藤内「ドイツの事業所組織   
法における調整委員会御慨」季刊労慢心158け（1991年）148頁，円木労働研究機構編『個別紛争   
処理システムの現状と課越』（1995年，日本労働研究機牌）183頁以下〔毛塚勝利1がある（，  





乃   
549 ドイツにおける従業日代表の最近の実情  
紹介② 共同決定審議会報告  
『共同決定と新しい企業一 成果と展望十∴】   
本譜－は，ベルテルス財川と′＼ンス・ペックラー財川が共同でまとめた報？；斉（Bertelsmanll  












てもはや反J寸されていない〔   
2，連邦共和匡脚拉以来の共同決定の雁むは∴甘某所レベルに九（よを移す（Verl〕etriebli－  
chung）傾向を強めている。そグ）きいに，■I一業巾レベルムよび廉潔レベルで共トJ決定か  
両ノノとも存イlニする場合には，朴互に深く射．■びついているら か業レベルにおける共い」決  
畢翼型ヒニゝ生竺些坦吐堕空逗竺  Fになり，通常は指導的な従業員代  走は，事実上，  
要   上iか監査役会で代表し，基本的に乳業所糸It私法卜の情報および行動の可能性を拡  重 
その企業法l二の．、り量を利川している。制定された時期に比べて双方の   大するために，  
共同決㍍の相対的な意義が逆転したのは，70午代の立法により従業員代表の役割が強   
まり，仙進されたことによる。それに刈‘L．モンタン（イ†灰・鉄鋼業）共同決凪まそ   
れ以外の産業分野では尖施されていない川。  
3，労働協約と粍同決定，および企業横断的なづ；倒協約と事業所レベルの草葉所協定の  
lメニ別と棚／王の調：幣は，第2次大戦以絶のドイツ労使関係制度にJjける特徴的な柁心と   
みJ〕れている。）構造的な■変化が協約†上1ナf；の領域でも，州別企業の特殊な条什に過■合さ   
れる．ょうな規制が要請されているように，双ノノの接点は拡人し，共同決定と横断的協   
約の対立的な関係は褐鮒こなりつつある．  
4．介業運営構造の二質素として．共ト」決定は、と〈に7り隼イじにおける2つの立法（1972年   
事業所組織法改正，197相ニ共同決定狛の波の結果，社会的な統合の有効な手段とLて  
‘実証されたし〕共同決定は法牡ト▲の枇拠にもとづいて使用宥の決定にづJ・働者グ）代衷が関  
76   
岡 法（543）548  
リ▲する，またト■川寺に原則として事業所内の対二、1二によらないことにより，それは労使の   
関係を紛争から免れさせた。それに上って信頼に満ちた協力が吋能となり，卜下関係   
ではない，かつ，情報がト分に提供された指導方法が幅広〈行われるようになり，さ   
らに協力的な■企業構造の形成を促したし  
5．共同決定は人的資源に対する投資の採許があうように，正規労働者の長期勤続を促   
す雇用モデルに対応する。共l相沢定によって根拠づけられる組織的関与の権利は，彼   
らの高い資格および介業から期待されている企業に対するノ忠誠心に応じて重要な決定   
に参加する期待を確かなものにしている。企業の組織構造および生死政策は，労働者   
が】戟略的に，一緒に・そえる用意，およひ電照を引き受ける川意があることに村んBしてい   
るっ 共同決にによって，それが制度的に誘発さrL文化として認められている。  
6．企業内部で，共同決定は上下関係に橋渡しをし，上∵部と下部の問グ）社会的な隔たノ）   
を縮めるのを助けている。それは総じて礼全的統合に役立っている。とくに事業所レ  
ベルの共同決定は，多数の市付こ民主的な着任を引き受ける機会を提供し  ている〔）企   
業内の共同決定の経験は，その具体化にあたり．労働省の参加および代表を通じてそ   
の権利を確保することが効率性への妨げにはならず，むしろ逆に，生産的な資源であ   
るような生席および「ト場の戦略を見つけることができることをホしている。  
7．70年代におけるニ、工法化以後の整理統合のなかで，また事業所内の統合および協力の  
社会基懲の展開のなかで，生担連星昼」些堕埋む二埋三も型建旺担旦型   
的経済的な特殊な条件に適応Lて多様に異なっている∪ 共同決定制度の内部的な独立   
は，本質的には制度的な成熟過程の産物であり，その結果，共同決定はつねにより小   
さな反応を伴って，より強く決定に随伴して行使され，そして法律は予定Lていない   
ことであるが，関係者はすでに決定の前段に組み込まれている。  
8，共同決定の実状は次第に多様化しつつあり，その背景は，協力的な企業構造の枠内   
で正規の共H決定法が非公式に補充されイ修正されることが次第に増えていることであ  
る。旦脚実情にあ  
った解決を模索している。協力的な企業文化を築く経営者の試みは，多数の企業の新   
しい分権的な構造のように，共同決定の法的な基礎と両立していることが証明されて   
いる。多くの場合Gこは，共同決定の法的な構造を．事業所協定を含む労使の合意によ   
って．事業所の特別な．また変化する条件に適合させることに成功している。  
9．90年代後半には，国内外の競争の激化，技術的経折的および組織的な変化の速まり，   
労使瀾係のヨ【ロッパ化という局面の始まりは，共同決定に新たな挑戦を持ち込んだ。   
商品・資本市場において成果を挙げる条件が変化したこと，および，さまぎまな社会   
休制を有する国々の間で立地競争が強まったことは，二共同決定の構造に，とくに経済   
的な■業績能力を安定させ高めることに閲し，新しい条件に適応することをより強く求   
めている。l研削こ，企業．事業所および労使関係の構造変化は，共同決定が現在の形  
で有効であった前提条件を掘り崩し，その法的な資源の価値を失わせてしまうおそれ  
77   














ユクトや顧客を指向Lた働きノJ▲への移行を支えなければならないb その結果，新L   
い経済的な要請への対応で，共同決定の伝統的な保護機能と摩擦のない生産．T程へ   
の兵献の聞のバランスの位置がずれて〈る。  
一同時に，共同決定は新しい状況に自主的に適応する能力のあることが証明されてい   















間労働者は，80年代半ばの5n  6％か1tJ，別〕年代  半ばには60．5％に増えた  
B 共同決定の経折的効果  
11．とりわけて7080年代には，ドイツ阿民経済は国際比較して異常に高い裕偏さと競争  
∴ヾ   










12．共】l］決定の雇用効悌を実情にふさわしく考慮するには，一連の逆方向の効果を・・考慮   
しなければならない。共同決定は協約政髄と相まって，同＿妃経済の資本集中を高める   
ことに寄与する一んでiそれは資本が過度に労働力に代替するように作用した。ト］時   
に，それは人的資源の攻三拝および協力による．／E魔性向r二によって，企業の競争プ」を高   
め，雇用を維持した。〕  
13．どの程度其F」決定が国民鮭済の繁栄の原因として貢献しているか，反対に，其rd」決   
定がなかったならば，それはもっと増大していたか否かについては，確たることはい   
えない。人手できる計量統折学的デ【夕は不統一である。一1■で，共同決定が－一定の  
業績指標および期間につき肯定的な働きをしたことを認める大量観察研究もあれば，  
他力で，同様グ）指標および期間につきマイナス作川を認めるものもある。統計的に重   
要な結果は稀であり，相反する調査結果を＝グ）当たl）にすると，その証明力には限度   
があるようである。  
14．共同決定は．呪イ†二の形態を規定する新Lい環境条什のもとでは，70－80年代に比べてわ   
ずかにしか発展Lないことを示す微衷はある。共同決定の経済的業績能力を維持する   
には，その構造および機能プノ法を変更することが必要である。共同決定が順応するこ   
とを求められている新しい一呪象と」て，つぎのことがあるu   
一世界市場で活動する企業にとって決定圧力の高まりと決定時聞短縮の要請。生壁竺  
イクルの短縮と絶じて市場で見過Lかつかないことから，迅速i二決定することが有  
利になり，共同決定企業tこは過去のように合意形成に  かけることが不利にな  
っている。   
一 高品質1行場でもコスト虹プ」が高まっている。高品質生産では長く支配してきた高価   
格市場に価格競争か舞い戻ってきて，ドイツ企業が内部合意を容易にするために，   
手続革新の代替として生産革新を利用する可能性がでてきた。  
一文配的な革新′ヾラダイムの交葎。雅史的に変遷してきた形態のなかで，共同決定は，   
とくに増大Lつつある刷新，すなわち，二現在の企業の限罪の枠内で，その手段でも   
って生姥と手続を継続的に徐々に改善してい〈ことを支jているようにみえるし、現   
在の技術的練折的条仰のもとでは，刷新の増大と並んで，基礎または跳躍の刷新を  





































β〃   
糊 法（543）544  
せることは現実的であると想われる－  
18．共同決定制度は協力的な近代化に好都合であり，他〃で，労働省イじ去の参加を什わ   
ない近代化を，生塵件罰lて、はなく任命引き下げによ1てコスト削減する戦略とト」じ   
ように，困難にする。それゆえに協力的な近代化は，囲雉になった経済的条件に適合   
するためのドイツには当然な方法であるn  
19∴協力的な近代化は  よび企業のおかれている特別な状況に共同決定の梼  
遣および活動方法を合意して過介させることを含ん  でいる。般善な事例では．それは   
協力的で当該企業の特殊性に対応した介業文化－それは関係者に，従来よりも，相   
互の信柏により情報の→致を支えることを可宙引こする，一のなかに共同決定を組み込   
むことによって行われる。このような共剛人定突頻で現地にと′つて最善の扱いは，そ   
れl⊥】体企：業ごとの適いを広げるが，法的手段によっては・一般化できない〔）それは双方   
にとって学習過程w その結果が，綜企業の特別な事情を考慮して共ト」決定実務グ）ノ   
ーハウとしノて，相手側に伝えられるnを沫めている。いくつかの正業は共同決克沌   
自社の実情にうま〈適合させている。そこでは，近代的企業で共同決定を自社に貴通   
に発展させた実務を，各社の個別事偶に見合って普及することは，将来の塵要な共同   
決定の政策課堪である∩  
20．構造転換の結果，共IilJ決定三がその法的基礎にぶつかった多数の介業では，従業員代   
表と経菅者は，変容Lた刹L織〔lくノ条什にそれを適合させるん‘法を模索している。そこで   
見いだされた解決は，共同で即席に対応し刷新する能力を示している。共同決定は新   
しい構造になった企業の妃景のなかで機能し続けることができることが明らかになっ   
たとするならば，それを外部から支え刺激を与えることが必要であるように思われる。   
解決の手がかりとして，現時点ではつぎのことを挙げることができる。   
一コンツェルン従業員代表，所在地従業員代表，または合同従業員代表を分散したか  
業構造のなかに作ること，   
一監査役会の仕事を，企業またはそのグループか実際に決定する構造にし向けていく  
こと，   
一事業所および凍業レベルで共†司決定をI十王決定でき，実験うることかできるように  
拡大すること，   
一従業員代衣の資格水準才；よび情報量をさらに改善すること，   
一組合による従業員代表の相談溝動をより効率的にすること，   
ノ∴変化した諸条件に共同決定権ぶよぴその制度を合意にもとづいて適合させることり  
Zl．一連の事例では，従業員代表は，通常管轄する組合が関リ▲して，いわゆる雇用保障   
のための現地協定に関連Lて抜本的な組織的リストラに「甘意している。そグ）協定は，   
従業員代表と監査役会の労働者代表が企業決定，とくに企業の長期的な計画に参加す   
る新しいタイプである。  
βj   
543 ドイツにおける従業H代表の最近の失情  
D 共H】火定と協約＝沼  
22．向者の間には，Jjノ工いに独立した規制システムとLて多〈の接点を有し，それはと  






所の共同決定は自ら変化させる役割を果たすことができないっ 共同決定と協約自治の  




事業所当市▲舌に広範な決定髄を  能にL，  付リーLてし  これは将来増えるであろう  
その際に協約は，事業所当事省か実際卜および法律卜の限界を持つことを考慮しなけ  
J7ばならない。  
24．現行の横断的協   
度も共同決定も危  
業所レベルの合意l  ／〕てかい〈 ぐることは，横断的協約制  
i」旦些旦LJ耳業所組織法77条㍗阻は，事業所当事者を，事業所レ   
ベルで長期にわたり従業員代表と経営陣の信組に満ちた協力が危う〈される，従業月   
代表が労働者の消極自勺l却紆権によって，または組合がストライキを独【liすることか紛   
争に持ち込まれるようなテーーマを規制することから守っている。そのさいに，あらゆ   
る経済的組織的状況に過1†三に対応するのに十分に弾力的な規制をすることも可能であ   
る。  
25．協約と共同決定の協力ほ，従業員代尖が機能するためにも必要である。弾力的な棋  
断的協約が規制権限を  事苫に委ねる程度いかんで，とくに中  
従業員代表の普及が低いところでは、協約制度の改革ユjよ  の2重システム  
H体の機能を危う〈なる。   
26．協約および共同決定の過川を外オLる企業数が次釦こ増えつつあることは，労使関係   
全般にとって，いまだ特徴的というはどではない「．しかLそれは，共l朝来走および協   
約貞治との懐旧がどこでさらに発展させる必架があるかをホしている。一般的な協約   
規制を事業所の事情にぴったりと合わせリンクさせることは，関係者全員に不慣れカ   
収組みを求めることになるっ 事二装所の二共同決定と協約はその解決のために妄定的な枠   
組みを提供すべきである。  
27．共同決定に刈する隠拘1事者の責任は，とくに協約を，それが事業所レベルで具体   
化でき，遵守できるように定めることにある。同様に，規制偲≡限を事業所耳車名に委   
ねるにあたり，H時にその者上が迫JJllされた言某題をこなすのに必要な資源を提供する  
＆2   
同 法（543）542  
二とも協約当事省の責任である。これはとくに小規模事業所に当てはまる。差別化す  




E 監査役会における共F】テ人定   
28．76年法にもとづくそれは，今11いずれの関係者からも′受け入れられ，安定した制度  
である。それは市場経済秩序とオ蠣するのではないかという懸念は確認されておらず，  
今や誰もそんなことをいわない、つ これには，企業レベルの共同決定は統一的な命題に  
もとづいて実施されるものではなく、それは協力的な介業文化を形成することと両立  
L、それを促しているという経験が大きくものをいっている。そのほかの埋拍は，企  
業レベルの共同決定が事業所レベルのそれと密接に結びついていることである。   
29．51年モンタン共同決走法および76年共同決定法による制度枠組みは，多様な企業文  
化をはぐくみ，そこにはさまぎまな座業および企菓の文化がみられる。総じて76年法  
監査役会における内外の労働者代表との接しプパま多様で，法律が求めてい  のもとで，   
事実 上の排除にいたるものまで幅広し  
30．多くの企業，と「）わけ国家に近い，ないしはモンタン産業周辺の部門では，企業内   
共同決定が合意した協定にもとづいて実際に展開された。合意に基づく共同決定規制   
は，法律のもとで，またはその周辺で，共卜り決定の形態を多様にした。さらに，共川   
決定の構造を状淵こ適合させる叶能性も指摘され，それは，原則として，たとえばコ   
ンツェルンの新しいタイプや新しい企業ネットワークのような別の事例でも利用され   
うる。  
31．企業レベルの共同決定の経済的結果のうちで ，その賛同・者は，合意と協力が平和維   
持および生塵に及ばす影響，ならびに共】項央定が信柏にもとづいて形成される企業文   
化に，また労働者が企業家的視点やその必要性に対す左理解を広げるのに寄与してい   
ることを強調する。それに対し，監査役会における労働者代表の存在や影響プ」は現構   
造に維持的な企業照紳裾こ優イ立を与え，経常陣を株主や資本市場のコントロールから守   
一），技術的な停滞，ドイツの立地における人事ぶよび雇用政策的観点を強調しすぎる，   
および過度に合意を竜祝した経常につながるという懸念がある。なかでも，長期的視   
野の企業戦略，ならびに企業決定手続を状況に合わせて具体化するとし－う要請を早い   
時点で考慮できるという利．如こは異議が唱えノ，れている。共同決定が過去につねに凶   
難な競争状況に適合してきたことでは異論はない。また，注文の多くなった資本ホ場   
や投資家に対し，これは自‘尾よく対応できることでも．大方の賛同がある。  
32．監査役会と取締役会の間のドイツの伝統的な区別も．介業レベルにおける労働者の   
共同決定も，多くの事例がホすところでは，企業が成果をあげることの妨げにはな／J  
83   














成果を挙げてい る多くの介基では、監杏子辻会メンバーは法律規定を超えて，企業につ  
き情報を拙供され，その装備のなかに組み込まオ■Lている。  
1√ 国際化とヨー一口1ソバ化   
34．企業内における労働汁代よの川一家的なシステムを，ヨーーロlノバレベルで調整するこ  
とは期待されていない。それによって，共l■r」りと揖ま将札 従火よりも国際的経済的競   
却・の圧力のもとで展開されなければならない予   





に格差せつけ，契約と交渉の役割が人きくなるノノ‾一戸】】に変化しつつある。   
36．．呪在進行しつつあるヨ一口ソパ従業日代長のぷ常によって，従来は専ら国家的なレ   
ベルであった現在の制度構造に，l升境を越えた制度を編入し，共同決定権に関lノて権  
限紛争も効率件の酪失も，また紛イトをはJJんだ損失し牛じないように調繋するとし、う   
課題に， ドイツの共H決には初めて，直面している。ドイツにおいて従来ほとんど軋  
轢のなかったヨ一口ノバ従業日代よ㈲‖要の構造は，使用者亘労働青も共同決定制虻に  
その危険件を感じていないことをホLているり 欧州労連か欧州従業上i代表の活動に参  
加することは，現実にはなんの困柳Åり き起二さないようにみえる。ドイツの介業と   




βイ   
岡 法（543）540   
37．ドイツ企業の欧州化とその一部か欧州企業制度のなかに組み込まれることは，もし   
それが成長した共l相沢定権の縮小につながるならば，紛利二なるであろう。他方で，   
欧州企業制度の鮎徴は，欧州各阿の介業と新L合に，各国のづ；・便関係の■文化と伝統を国   
境を越えた展開のなかに移柚することを＝J能にしている。欧州従業員代表の場合と同   
様に．欧州株式はでも，共H決定の実際か企業本神所≠他にユゴける同家的な習慣に規   
定されることが期待さjlる。  
（1）モンタン洋上押」では，他姓業とブ〔なり，l監在役会JiよぴJi畑行子退会で芳働署側の代よがより強い発   
言権を什り一されている。  
〔吼吉見〕この報て」i一書は，経済のグローーパル化やそれと†果通して杏葉構造ザ戊化が進展するなかで，   
共同決定を存続させるには佃主かの対応をポ励量目ていること，企柴の支払い能力に関する企業   
聞析差が大きくなりⅥ・働協約か骨業桝断的に某たしてきた㍑割に変化がふられるなかで，労働協   
約による規制と平常所レベルの規制との整げが求められていることなど（り口‖超関心のもとに，共   
同決定の現状と課題を整理し／：ものであるり 期甘渥にを取り巻く環一帖が人きく変容しつつあるこ   
とを認識させられる。  
このような問題牒トじ、かJJ柑J人をり州仁侠．了、」■した結果，雑作井は概Lて楽観的な虻適しを提示し 
ている。そこで外［1三l人にとって興味深いことは，ドイツにおける上毒イトの光目映おの蛙験を旭じて，   
ドイツか菜では「協ノ」∩勺な近代化」と岬∴ごべき企業文化が彬成されていることが整理されている   
ことである．事業所組側蘭や肘－i】決㌫江という拭津の枠組ふによノ〕て蝿てIillされているとはいえ，   
労使協蔵や監査㍑会における協りを通じて、労硬協調けW行となり，企業内の困難に対応する際   
に労仙が協力して対処する文化ができていることが紺介されている、すなわ上，づ‡：某所レベルで   
労働者代表に情報提棋と発言手ナ1・ンてがり・えられることにより，労働署側にはともに京仕や和う   
川意かあることが」別府されている。報†一√肯は，そのような企業文化の借景のもとで，労使が丑莞   
を取り巻く環境変化に対応Lて企業構造を＝、11該企某の所り・の条什のもとで転推させていくことに   
イ「；蝿をムいている〕澱砦嘗吊，そのような企牒戊化はドイツの正妃社会の相造にも環手管を及ほし   
こいることを指廉する〔J  
報ハ・書のなかで，介業が兢サノ」をつけるん■法として，コ1ト【‘鮎域に向かう場合と牛庫性向⊥王   
向かう場合のあることが指摘されている（18）。この点で，卜1本企業とトイツ企業の刈応は対照的   
で‘二声）る√ドイ、ソでH一芳働協約に．上ノノて介柴棟断的にⅠ二‡令水プ隼がノ別糾されているために，便川帯川   
体から脱退するなどの決断を抜きには脇机昭一金の旭川を免れることはない。それゆえに，組合の   
影響力もあって，日金水子隼をり」り下げることは容易ではなく，掛7「力l〔・」l∴のためには井内津帥J上   
の方法をとるのが－一般的て成り，従業月代某は必要とあればそれに協ノ」する∩ それに対し，l一本   
では労働脇机が合業ごとに締結されているので，舘宮掛拙二遭遇Lた場合の是もたやすい対応と   
して一升働条件をⅧ川卜げるというノブさ」こかとJノれ，ホモ業別組合はそれに鵬托しないて、また，旦と1．仕峠  
八   
β5  





生成性向」∴にエネルギーーが注がれることかぇし〈なる（－ このような州、青を考‾えて読むと，報葉書  
からは、ドイツでは結構困軋にあ／ニリリ；・付か′l二産件向上のために協力Lてきた伝統に対する誇り  
を感じるし、  
β6   
同 法（54【3）538  





















本書は2001年改正の曹景，意義および限界を知るうえで格好の材料を提供している。   
Ⅰ．従業員代表制度をめぐる変遷「90年代を中心に一   
1．従業員代表の様祁変化   
1990年代には，一方で，従業員のなかにおける構造的な変化によI），他方では，従業   






β7   
537 ドイツにおける従業員代表の最適の実情  
図表27 従業員代表に占める職員および女性の比率の変化（％）   
1975 1978 1981 198ノ1 1987 1990 1994 1998   
出典：WolframWasserrnann．Betriebsriite，9良  
員や女性は，従業員のなかに】liめる比やよりも低い割合で代表委員に選出されるにと  
どまっていた。彼らや彼女らは，ノ．甘に少数勢力であったJ   
職員の比率は，70年代に確実に高まっていったり 75年には34％だったのが，98年に  
は約掴％になった。それとともに，従勘i代表にr【iめる職Hの比率も人体において高  
まってし、った〔，従業員代表のなかで職‖に収則とLて委上iポストの割当があった（図  
表27参照け－   
ドイツ労働組合1rfJ且慧（l）GB）加盟組合は，従業員代表委員選孝にあたり，現業一方  
働賞■と職貞で別々に選挙を行うグ／い「ブ別選挙ではなく，できるだけ労職で合同Lて  
選挙を行うことを良く進めてきたゞノ そ抑結果 75咋から9的ミのあいだに，合同選挙の  
尖施比率は68％から73％に高まったu 申ノトの覇業所ではそれは過半数であり，わずか  
に従業員60（）人をl二川る人事紫所の約、卜数でのみ，グルーープ別選挙が行われていた（   
90年代の終わりにも依然とLて，たいていの従業現代表委員会では現業明働者が中  
心であった。Lかし，明らかに変化が／lこじていた。サーービス分野や産業壊叶地域の事  
業所では職Ii比率が約64％に達していたし 総じて，一呪業洲動省か従業員イtおのり■心を  
「【ぅめていた伝統的な関係は，′え状とi・塑の状態になりつつある．7／卜l」，二乳業労働者はし  
．ヾlヾ   
同 法（54一3）536   




せは徐々に変わりつつある。94年か行錮年にかけて議長が交代した従業員代表を調査   
すると，従業員代表のなかで職員である委ユiは職員層から議長を出すようにしばLば   
行動Lていることがわかる。それは議長が特定の社会的タイプであった時代の終焉を   
暗示Lている。長年，まるで甘分の什事であるかのように従業員代表活動に携わI），   
従業員代表の経験を暗んでプロになった．組合員である熟練現業労働者のブル→プは，   
次第に表舞台から去りつつある。   
72年法では女件委員の割当制度はなかった。75年から98年までのあいだに，労働者   
に占める女性の比率は38％から43％に高まり，他方で，従業員代表委員に占める女性   
の比率はその間に16％から25％にあがった。この変化の傾向はり」瞭である。l日規模お   
よび大規模事業所では，と〈に女性にははっきー）と】嘩吾がある。98年に初めて従業員   
代表が選．1iされた事業所－－それは主に′ト規模だが－では，女惟が平均を⊥垣1って代表   
委員に選ばれている。従業員代表清動がすべて初めてという事業所では，女ノ性がその   
括垂机二参加するうえで降雪は小さいようである。  
2）交代と世代交代   
80年イいこ，使用者側で，「職業的従業員代表委員会」という言葉がささやかれた。そ   
れは，しトL沌勺な代表委ユiが掛某所l刃の底辺層から遊離し．，あたかむ従業員代表に採用   
されてし、るようになるという理解と結びついている。しかしながら，従業員代表の役   
員交代を分析してみると，それとはまった〈別のイメr∵ゾが山て〈る。組合の公式の   




委員を任期半ばで辞めているr こうみると，使用者側の指摘は当たっていないといえ  




















i 代表の活動に新しいスタイルを持ち込  者と職fiの連合であるっ彼ら  は従業よ   んでいる   
彼らは経骨陣や技術的・組織的部門の専門家とのやりとりにさほど不安をもっていな   
い。彼らは，たとえば自分で仕弔のために新Lいテクノロジーを用い，外部の専門家   
との相談にものる∪ かつての前任苦らが苦手とLていた，コンピュータシステムや職   
場の健康や環．暁のような課題にも，その資格からLて布引こ取りくむ。  
3）組合との結びつき   
代表委員のなかに占める射t合員比率の高さは，長隼，従業員代表と組合の紙びつき   
の程度を示す指標と解されてきたn 90年代まで．DGlミ加盟の個別組合はその比率を   
競合組合に対する優†））二を示す指標として受けILめてきた。組合の機関紙などは，選挙   
ごとにその成果を誇「），「統一組fHこ対する明確な信組」「分裂者に対する明確な拒＃」   
などと書き立ててきた。  
たLかにDGIう組／斜ま過去二iO年間，数字のうえで優位を保ってきた。競合組合はそ   
の影響力をわずかの限られた草葉所にとどれ それ仁l休としては基本的に安定してい   
た。要するに，双んが安定Lていた。そこには勝者も敗者もなかった。しかし，DG   
B組合がその競争に関心を奪われているあいだに，従業員代表のなかにおける組合の  
地イ立は次第に弱く  な1ていった。図表28が示す過りであるrJ従業Fi代表に占めるDG  
B組合員比率汀土，68年には83％だったのが，錮年には73％に低イした。その間に，非  
組合員の代表委員は13％から24％に増えたい 議1、こは依然として組合員が就いている。  







候補者や代表委員に対する組合の加人勧誘には改善の余地がある。   
従業員代表の新しい・l町代は，事業所や企業のレベルで彩響力を強めることをその任  
9〃   
同 法（54一3）534  
図表28 従業月代表に占めか労働場合長の比率（％）  

















タブ   
533 ドイツにおける従業封じ表の拉近の実情  











出典：l稟1未27とl司じ。56貫。   
して組合内部のノノ針策定にあたり，とくに協約政策につき，耳婁な立場にあるu 従業   
員代裁と組合の関係にとって，両省が同じl】純のi！．一方さで交流することが屯要であるノ  
4）従業員代表の問題概要お上びii1助の肘墳   
90年代に従：業員代表か利益代人の情動として枇り扱った関越領域は何であったか。   
これを組合糸のシンクタンクである経済社会て朝明朝（WSI）が従業員代表から調   
宜した結果が，図表2gである。）ここにはある程ノ監 事某所における一般的な危機j；よ   
Lに、旗開のシナりすが反映Lている，「人目削減∴落伍を改善することへの圧力の膿まり，   
部門のu川離し．」などは，介業の危機弧状況を克服Lコストを削減するための奔葉切   
紙ij引Ⅰ勺な決定に関わるぐ）これらの分野では，従業日代表か寺r軌する杵利を法律で十分  
既ヲ   
別 法（54r3）532   
には根拠づけられていない。すでに行われた経済的な決定の結果にともなう社会的諸  
問題を解決することか，多くの場合に従業Ii代表に残されているだけである。90年代  















型 計の評価によれば、従業Hイじ  と影響川ま一般にかなり肯定的  旦  
る。柵年代末に行わ   拉狸担塁吐三上  れた調査によれば，労働者の80％は従業員代表〝）成  
果に満足している。事業湖刊の決にに対する従業月代表の影響ノノの種皮が問われると，  
労働者はさめて，評価は分かれるっ 遇斗数の労働者は事業所刊の利益代表を「大きい，  
かなり大きい」影響力だと評価するのに刈し，4割の労働欄は，その影響力を′トさい，  
ややノトさい」とみているLJ従業員代表活動が＝附に進みプロ化している大事業湘二おけ  
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石が企業と一体感（1dentifjkatj（）11）をもつための基盤になる。」   








という。従業吊  代よが選出され‾ている企業では，企業  との・一体感，動機付けおよび忠  
クによれば，「予定さ  誠心（I」Oyalit翫）とし  、う形で特記すべきメり、ソ   卜がある。フリッ   
れた解雇にあたり従業ti代よが閲リーすることは，明らかに生産性と効率性をl肛按的に  
・Jlき」二げる働きがある。」  
2）共同経常者としての従業しi代ぶ   




ウイ   




い。   
従業日代去トンプには，共廿経常満という役割が与えられているし、彼ご－はある意味  
では，二事業所†人1の鉱L級の政欄レベルの，経営トッ7Dのテーーブルに同席している。彼  























る。   
共同経′削土，いつも，従一業日代豪がか巨一二心二楊にあるよ）な力関係′）もとで行われる。  
共同経常が実りをあ  ための条件は，従蔑現代表が従業員のなかでしっかりと信頼  
ることである。従業甘代走オサー御者の利益を擁護∴ 労働者の法的な請求を  
主眼する場飢このみ，  使用者とのl二下▲関係による圧力から  逃れる。労働者利益を－・貰  
して代表することによって，従業員代表が経ノ首層からむまとい二棚手にされるような  
役割を果たせる。労働者利益の意味からみて，共帆経菅が成巧するためには，一カで  
95   
529 ドイツにおける従業吊代大の最減の実情  
事業所レ／ヾルの，他ノ／でか業レ／くルの対ノ芯をうまく結び‘っけることが重要であるて）そ  
のためには，従業上iイじノ壱lノ凋；でゼネラりフ、トと朝■■l壕の投▲刑分札 従業員イし表と【一般  
労働肴とのコミュニケtシコンが必要である．．利益代夫と共同経営の緊ブ長関係のなか  
で，労倒肴が，従業日代某はいつも＝■fl；とばかり粟ま／つていて，現場に姿を見せるこ  


















現行法は，従業崩代表のみを骨働片側の参加は休として扱っている。つ 個々の労働省  
が参加権を†j二促することを．認めJ〕れていることは揃であるノ したがりて，職場に従僕  
上i代表がない場合には，ノ芳1跡抑二とって拭律斗＿刀柏利をわ催するチャンスがない。  
この点で，労働者を対象に調来すると，  彼1ゝ〕は職場における佗接的な保碓ないし参  
加糖を求めていることか－わかるご、インフ7ス調査（19兆年）によれば，週二、1㌔数の労働者  
は，個々人の形に応じた参加枠を重安であると㌔－ているナノ すでに従業甘代表が設置さ  
れている▲草葉析でし労働げ・は同様に、44％は直接の参加棒を，：i8％は従柴貝代表によ  




職場レベルにおける個々人の参加櫛せ柑持している。   
三上旦ヱ娃，代走委Hや労働者との缶詰を通じた従：業員代表の変料こ関する長井の  
研究を通じて．事業所内の朴全的な経けこおよび事業「州人lの廿浩牛沼にJづける人間関係  
96   
岡 扶（543）528   
のあり小二関する一昔働帯のラ一三l】すべさ変化を指摘している．この変化はまず，少数の  


















望や提案について和談できることを変望している。   
組合や安にした従業上i代よのなかでは，従業Li代衣に替わる共同決定の第2の機関  
がつくられることに対し．反対や異論が強い。従某日代表から丸虹立して労働者が参加  
権を行使し，それによって労働者が分裂し連灘を火うことを懸念しているり 使用者側  
が，1自二手糾二個別の利＃を上張しようとする労働帯に対して，構造的な優イ17二を貝■き，従  










装の進め万やそのrJ、漕購成，搬乱 作業ノブブ去および権限などに関して多くの事業所で  
協定が結ばれている。コトホフは，決にの分風化が従業員代表のf■キ動に及ぼす影響を  
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行われる。このような委長i会の議論結果は，従業月代去の交渉に反映されるであろう。   
さらに，佃々の労働署が保護され また行動する権利が法律で明．盲亡され，強められ  
ることが必要である。川J民としての地位」という構想に準拠するならば，すでに一般  
祉会では．認めJJれているが企業内では認められていない一定の［川l権が，将来は事業  
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理解されるペさであるニノ 従業昌代表と労働♯の行動する権利がお互いに補完されて初  
か：業l勺の労働者の「1l」■虻権」も展開するチ17ンスをもつ。個人権の行何によ一ノ  二、▲－∴   
て紛争が丑じる場合には，従業月代太によって保讃と仲介が行われることが必要であ  








て，労働者は従業月代表の庇磯のもとにある。個人椿の拡張と，それを  いかに従業員  
代去の権利と調整するかは，今後の事業所組織法改二1Lの課題になろう。   
3．改革の滞った：う0年剛   
80年代は保守1改植であったが，彼らは52年当時とは異なって，72年法を心こ戻すこと   
は考－えなかった【、それでもH「）年代の法改」卜は，わずかなものにとどま－ノた亡 すなわち，   
管理職代表委片倉乱 従業員代衣委刃の什：期を31二から4年に延長Lたこと，年少者代   
表を隼少者・職業訓練4＿代衣に変更し／二ことなどである。管理職代表委員会に関Lては，  
組合は，それが従業員付和こ競合するのではないかと懸念Lたが，実際にはそれは去企  
業の一部でのみ設嵩されるにとどまり，影の涌い存在である。   
それでも，遅くとも90年代には，これまで評価されてきた従業員代表制度も，企業の  
急速な構造改革に対応Lて早急な改やなLには，次紬こ危う〈なってきた。98年夏に雑  
誌シュピー デルが，こう＃いた。「車柴所組織法に根拠－づけられた共同決定は，存在以来  
£汐   
525 ドイツにおける従：業主i代大の最近サ咋情  
図表30 サービス業における労働者救および従業員代表の数  














8（咋状には，従業川じノミが数什吊二みてf【j1王r【勺な発展をとげることは，次節に難しく   
なノノていた（，その原l人lは，はかで述べたことと爪なるr）数′字：のうえでは，87fH二はじ   
めて従業烏代表の数が減少するr〕そ♂）楼，東地場の併合によりいくらか変化する。94   
叶に比べて，9糾二には従業1i代長教は5ワ（1減少するしこれまで従業員代よが高い比率   
で組織され，組合が組織されていたノノ巨業分Ⅳでこうしたイ頃向が強いっ  
変化が顕苦なのは，サービ勾座業である√⊃ 図表30かノJtすよ－）に，  一ノノで，〕レl諸産業   
／川ノ  
l判 子ム（54：j）5Z4   
た      」94年に艦り返Lてい   肴数は増えているのに，そこの従業上呈代表数は減少L  
るのは，束地域の分である（〕   
要するに，従来従業＝代太の設置状況がよかった分野が縦′卜し，他プノで∴設置が少   
なかったサービス分野では′：別動者数が増えた割には，従業Hイt表は増えなかノフた。  
2）企業浸食（Er（〕Sion）と【！」‘い怠慢   
共l叶決定審議会は報苦讃（98年）で，80隼代の共Iii」決定の状況を分析Lた。それは，   
ここの記述と同様の傾向を指摘する。すなわち，監杏子辻会も従業11代表もない企業に   
働く労働首数は，80年代土卜ばには′掛倒老全体の51％だったのが，9（）年代、l二ばには60％  
に杓えている。   
ニのような現象は，醐年イじに進行Lた介某組織の侵食および構造改ヰという要化に，  
従業員代表がうまく適応できていないことによる。このことほ従業員代表の改：軒を強   
く求めているrJだが，削って考えてみると，冊年イじのそのような変呑の以が‖二も，す   
でに従業員イじ表による共l小人定の機会を子1fられた坑・働肴は遇・、ト放ではないということ   
ほ．中小介業を中心に従業員代ム制度がさほど広がってはいなか′）たともいえる。こ   
れをいかに変えてい〈かである。  
3）小規模余業における代表の不在   
ドイツでは労働者のfリ益を！、1：るうえで，労働協約と共同決定がI11■j輪をなす。それか   
どの鎧度の労働省をカバーしているかを，労働市場・職業ノ肝究所（IAIう）が98年に   
調査Lた。図表31のとおりである。協約の適用を受けている労働者は西地域で69％，  
束地域で52％であるが，従業月代表がある事業所に働〈のは，L酎也放で16ワも，  東地域  
で14％にとどまっている。   
4）従業月代太がないままで，「二うi業所レベルの規制へ移行」か   
労働協約の規制を分柵化しつつある今Ll，協約が規制を麦わようとする事業所レベ   
ルで，協約を度けて事業所l加二さ；ける取り扱いを佐川・苫と交渉する立場にあるはずの   
従業日代太かなければ，・休どういう市態になるであろうか。便川者は誰と交渉すれ   
ばいいのか。事業所レベルに従業上：i代走が普欄Lていることが，協約が規制を事業所   
レベルに分権化する前提条什のはずである÷つ しかし，それは大企業にしか普及してい   
ない（図表32）。   
かつて化学塵業慄川者1川本の代表であったモリトールは，協約制度と其層】決定盲1il＝斐   
はお互いにより強〈結合づれるべきである。事業所レベルでその規範を具体化する当   
事帯がいて初めて，協約の分権化・弾力化は意味を有する，という。  
5）構造の変容がは律改】†三を求める   
事業所組織法は労働法研究書から高くi州i】Iiされている。たとえば，′、－ナウが述べ   
るには，この法律によっで甘業洲勺で共トJ決定さrLた情報保護，労働生活の人問イヒ，   
構造改革に対する社会的な激凌眉湘冊描（Abfederung）などは，彼の評価によれば．   
立法者の先駆的な成果であり，今rl，共l棚沢定は市∴某所内の＝′呂律勺な姿になっている。  
封ガ   




のうえで，時代状況の変化に対応湾せた法相改l卜の必要性を認めている。   
それでは，いかなる法律改正か泌儲か。分権化された′ト規模事業所のレベルで，決  









JO2   
開 法（543）522   
図表32 事業所規模別労働協約適用および従業員代表設立の状況（】997年，％）  
P働者㌃   
A二協約適川あり   
Bこ協約適川あり   
しかし代表なし  40  
C：協約過川なし   
ト、ド均  5～2・J人く211。。人   101㌫丁  3〔）（」 1，〔    かつ代表あリ  14  ロ  34  74     12  田  28  66    55     60   43  14           41   42  田    しかし代表あリ  ミニ喜‡；二≡7≡二≡＋    洲  「古志扁㌃ 」代表も虹  十3り  46  33千言盲「 53⊥264    l   
出典：図表27とIiiJじ。79真。  
され，サービスを外部で調達する，そして生推に比べてサーービス部門がより成長して  
いることは，共l叶決定のかかわりを解消するように作川する。   
労働者の構造も急速に変化しつつある。9r）年代始めにはまだ労働者の75％以上に標  
準的労働関係の地位があ／ノた机 それは60％に低イし，従業員代走の交渉の対象とな  
る標準的な従届労働者ほ，ぶそら〈将来はもっと少数の地位になっていくだろう。い  








な組織，分業，上F関係および管理に代わって，労働者「て1身が仕  ］与の内容を決め，責  




4．20m午改革二＝呪代化と参加を促進   
60年代後・半の1亡i三運動という特別な条件のもとで形成された改正事業所組織法（1972  







ノ性である”の共仔が問題となる。′ そして．今r1抽大された可能件と，隼鍾労働と人l別の  
尊頗の相互の関係に関してこの3〔）井目削二できた認．釦二対応Lて行われる。すなわち，ド  
イツでは事業所組織法にも町子己されているよr）に，人l～j」的な職場環境のもとで，生雌」性  





ことである「ノ それには，つぎのような甘項が含まれる必二要がある。  
・労働者のために従業＝代表が果たす保護機能は，1工業所内の共同決定の基礎になるべ   
きである。保護機能のなかには．労働省傭人の傭利を拡張することが含まれる。  
・従業員代よが，その活動l守谷をか業構遷や課題領域の変化に対応させて削川二発展さ   
せることができるようにすべきであるr従業上i代よはできるだけ，什事や労働抑二関   
係するあらゆる二■拝項に閲り一し、そのために必賀な行動のレベルで対応できるようにす   
べきである。  
・新しい法律は，介業内のさらなる構造変化にさいし，共同決定せ発座させる枠組み条   
什を定めるべきである「上 これは，従米，共「i－■J決㍍の枠外におかれていた分野で従業員   
代衷の普及を□」■能にするような，確定的で強打的な枠組み規定と，協約によって介業  
レベルで独nの展開を＝∫能とするようなl粗放条項を適切に組み合せることが必要であ   
る。  
1）従業甘代表をネットワークに適切に対応させる   
大企業の解体は，親・一的で統合された従業上i代表情動の，また，均質的な共同決定   
の組織的な塞礎を失わせた。新しい状況に従業1i代表を適応させるには，まず，選挙   
や代表の単位＿を過J心させる必要かある［企業の内外でほかの従∵資長i代表と協力L，楊   
出二よっては合併する権利を認めるか否かも検．甘されるべきである。このようなネッ  
ト化した従業月代大の盲．キ動では，ネLソトワーク全休を見通すことが問題になる。   
それによ一ノて，イ）従来の従業ii代表の構造ならびにそのせ1■■1件の人的組織h勺な基   
礎の弱カが，克月侵される，口）糾しい従業上，i代去は，現場における従業上呈のつながり   
にも，新しし、会什法卜の梢j封二も適合すべきである。′＼）新Lい従業日代表の構造は，   
さらに発展什を持つ必要がある、′．そのためには，介其の枠を超えて従業月代表が協力   
しあう権利が認められるべきである）  
〃り   
尚 法（543）520  
企業が支店のような出先機関になったことによって，横断的な適切な従業員代演の  
構造をなLえない大か業が発生した。改草では，小規模で，空間的にも社会的にも孤  




れるべきではない。ロ）従某月代  ムは別珊l勺なii†励が叶能な規膜や単イ立でつくられる  
ペきである。共同決定にかかわ1て道場こな決㍍かわわれる介業のレベルに，従業員代  
表が移動できることが市史である。′＼）串突1こ，出先機関になった介業で適切な従業  
員代表の構造ができるように，法律斗の付則1みを定めるべきである。これはノト規模事   
業所における簡略化された選挙一続きのようなことをさしている。専従委員の配置さ   
れていない委昆会虻ど，人的物腎的な設備で，イ上ミ統的な事業所構造と比較できる規模   
の企業に兄劣りしないようにすべきである。  
2）従業員代表の情動の基礎を税代化する  
この瓜では，従業圭i化よの課題が増人Lてきたこと，浸出の事態が進みつつあるこ   
とが考慮されるべきであるり上土休r机二は，イ）従業上i代表委凝の罪㍍基牒を兄直して，   
人ii削減や企業解体によって大削減浮れた介業でも従業1i代表が維持できるようにす   
べきである。ロ）専従委上iの収り扱いを札直Lて、パーートタイム専従委ユニi制度により，   
専従になるとfl二＝事のうえで将来小利になることを懸念してなることを見合わせている   
者にも，なるチャンスをあたえるべきである。小規膜弔業所で浦軌のプロ化を確保す   
るた♂）に，300人心l埼の事業所でレヾ－－トせ従をおけるようにすべきである。ハ）仕事   
と委上i職グ）両カニのために，卑従委川二も継続的に研修を受講する権利を認めるべきで   
ある。ニ）従業Ii代よは仙川J引こ妨げられることなく，企業「ノ」外の申「－1】家と相談でき   
るようにすべきである。ホ）従業＝代左が「拝某所および介業の枠を超えて協力する樵   
利を認めるべきである。緯ノラ：川l」が，介業ネ、ソトワークで企業を超えて決定を行ってい   
る場合には，そのような行軌範匪＝ユ従：勘i代豪側にも認められるべきである。なお，   
このような「ン、－ァツナトーマンの提案の一椰は，すでに2001年法改J卜で実現されている。  
そのほかの貝一休n勺な改＃掟案（たとえば，女什代末、グルー∵プ代よ）は，前述した   
過りである。  
3）労働者の正接の参加椎   




法律通川がありつつも，従業Ii代表がまだl設i鞋されていない二■軽業所で，使用割こ事   
業所にわける従業員代よのイl▲触を巾；■Jすることを義務づけることも考えられる。従業  
〟彷   
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員代表選挙に対する迎反は微邪扱いではなく，も／jと屯くすることも検討に伯する。  
極ノト規模の事業所では，従業もi代表委員ではなく，複数事業所をまとめて労働希代  
よ（Arbeitnehmerspr・eCher）を選山させることも考えられる。   
共同決定審議会の報17一苔いわく，従業iミ代表を選出することには正当な公益性があ  
ー），設置を促進すべきである、二労働者の「′1山な判断にまかせるにとどめるべきではな  
い．，   
ⅠⅠ．浸食と新しい動きのなかの従業員代表   
1．従業員代表は新しい介業構造に反応Lたか   
9しト年代に，企業柿道は大きく変祝した〔ノ 企業組織をスリムにする戦咄のなかで，中柁   
企業とそれに付加された企業（例，サービス部l‖1）に分割される。一つ一つのか業規模   
は小さ〈なる。決定は．しばしば企業外でわわれるようになる。  
そこでヴァソサーーーマン1’〕は，2000勺1二組合の協力をえて，令属，商業および建設の分   
野で，このような変化に従業員代女がいかに対応したかを20の事例で調査した。また．   
専PF】家と意見交換した。そこでは，企業構造と作業方法の変化が，従業員代表活動にど   





企業組織の適正規模に閲し，企業刺し織の合併統合および分散の展開とともに，長い   
議論がある。192（卜30年代には合併の披があり，それは，新しい生席力▲式やベルトコン   
ベアにみられる脚臭の経済ク、㌢：の考えにもとづくものである。それに対し，607〔仲代の   
合併の波は，・ト越した管理のノウハウを伴った金融力の強い企：業の経常多角化を追求  
した結果である。これらの構想では，通常，強力な本部か了iノ上している。  
「規模の経済一’ア：」に対するこのようむ疑問は，ドイツでは，70年代に 卜芳イ動牛沼の  
人Ii主1化」研究プロジェクトのなかで最ヰ川二指摘されイ∴ その研究は連邦労働制こよ／ノ  
て推進されていた。それを契機に，作業封1純および事業所組織の小規模化が促進され   
はじめた。そこではまた，スカンジナビアにおける，ヰ」十1．な上下関係と強い独二、律Ⅰ三を   
伴ったノト規模単位の事業所が人規模な場合よりも維i剤伽こ高い成果を収めていたとい  
う経験が参考にされた。イl－炭および鉄鋼という，それまでの代表的産業を襲ったイl‘油  
危機の経験を経て，新Lい考えか甘されたすなわち，アメリカにおける研究で，小   
規模か業のほうが雇川拡大勃慄が大きいことがホされた。このようななかで，途方に   
暮れていた経済政策家はそれに雇用展開の期待をこめるようになる。こうして流れが  
〃吊   




関心を高めている。   
90年代に進行した，分散化したネ・ソトワーク型の企業組織という構想は，基本的に，  
多くの事業部門を抱えた大規模企業が，集権化された経常指導部のもとでいい成果を  
上げることができなか√）たことに刈する反作用でもある。多くの人はそれに期待をか   
けているが，それがうま〈いくかどうかは不明である。それはまだ模索の試みである。   
90年代の10年間，すごい勢いで分散化が進†＝J■■Lたが，それは流行のようなものであ   
る。経営名のなかに不安が高まるなかで，守門家によるアドバイスの結果でもある。  
2）浸食の連鎖とジグザグ・コース  
ヴ了ツサーーマンらが調査した企業の多くでは，90年代は比峨的急速に再構築の連鎖   
かみられる。そのさいに．企業分割，アウトソーシング，合併そして営業譲渡が，通   
常，従業員削減が綬憎に，または少しずつ進むのと連動して現れる。ある企業分倒は，   
しばしば，その後に訪れる合併や譲渡の前ぶれである。サービス部門は，後で外部に   
譲渡する7L：めに分割され，または企業分灘（Unternehmensausgliederung）のたびに，   
同様に移動させられる。その間に，移動された一部は何び元に戻される。ほかに事例   
では，分割は2－3年Jiきに，そのたびに′ト規椎にな／〕て行われ，その結果，元の企   
業は歯車のような小介葉のネット「7－クになっていく。，   
その－一例を，金属産業で紹介する。M6祉は90年代始めには，rl】規模の測定・制御   
技術の企業で，従業員数は2，000人であった。それが2000年末には，鵜幹二「場は3杜に  
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していないことである（一 生産も，雇川も今後の企業J「j態も，ここでは未解決のままで  
ある。   
別の特徴的な事例を紹介するり これは再構築決定が削二明確な見通し（たとえば，  
統合された業務部「l【ほ，／トさくて独二、工Lた判三殊な市場に対応させる企業に再編する）  
のないままに二行われている。分散化は，えてして現イ】三の企業を打続合するための無期  







・95年に，それまでは一部門にとどまっていた，窓つく り，屋根背きl二事，屋根部一宇71，   
機械製作ならびに開発の各部「】L】がそれぞれ独、上して法人格をもつイヲ‾限会社にな／つた。   
この新Lい企業の事業所は州互にほかの企業と補い合っていた。この構想によれば，   
そのなかに建物部－1J，および屋根ふきの糾17二のために仕上げ施設が作られるような機   
械l二場ならびに研究開発（F＆E）の部分的な有限会社が，企業グループの内部につ   
くられるはずであ／〕たじ 介＝業グループの内部で新しい丞‾限会社が業務過程をお互い   
に販売しあうような構造が考えられていたく）  
・97年には，企業グループが外l二Elコンツェルンに譲渡された。9郎Fには，新Lいコン   
ツェルン構造の「清算」の範閃「ノ1で，屋根患部門が売却された。ヴァッサーマンら   
が調査し／こ主力Ⅰ二場は150人の削減という結果になった。  
・99ヰには，2年前に拭仕上は分離された1二場部r■L】が本社の敷地lパで新たに組み合わ   
きれるという裡数企業の再細かイ」■■われた巳 この構想のI」的は，そこをコンツェルン  
l勺部における技術と研究開発の重点rJl」な拠点にし，閉鎖と売却によって製造（1Jer－   
tiguIlg）部門を縮小することである。由構築（リストラ）によって機械製造師－■1の一   
部が閉鎖きれた。さまぎまな作熟折から構成される製造部門は閉鎖された。そこで   
は，研究開発部門が残された〔⊃   
斗社の生産の多様さの中核に放えられていた建築部l晶の生花施設の什上げl二程が外  
J（娼   
岡 法（54二j）5t6   
部化（アウトソーシング）された。それとともに，建築洋lミ占占の高い品嚢の基礎になっ  
ていた技術的なノーハウは外部に譲らメ1た。その結果，長年勤務していた熟練労働番  













3）浸食過程における継続的な要素としての従業員代演   
M6の事例では，従業員代表の′受難の艇史か糾介された。本社では94年から99年ま   
でのあいだに，10回の変動を経て，労働者数は1，7（）0人から190人に減らさオLたぐノ 従業   
員代表いわく，「この6叶・けりtこ我々軋トップレベルの経営陣を体験した。7人の社長  
（Geschヱ1ftsftihrer）．4人の1場長，7人の販売課長，4人の購買課長，4人の人事課   
長などだ。」  
小規模の木材ノ仙二】二繋のある従業上i代表議長も，10年聞達統した企業再編の披を報苦   
している。第l披は外囲企業による買収，第2波は多数の小規模企業への分解，第3   
披は最初に分解された企業への・郎合イ汁，第4披は企業の一部の売却し そして第5波   
は販売支店の一部の閉鎖であるけ どの再編の時にも，社長が交代する。いずれの巾偏   
を思い出しても，それぞれの決定に佃別の社長を割り当てることは困難である。従業   
員代表は再編にさいし，介業分割によ一ノて従業員代表を2つに分割することをくい止   
めることはできなかったが，それでもまだ存続している。  
このような経常1坤の短期的な交棒を紹介するだけでも，再構築過群の中心的な問題   
点が見えてくる。企業内縮にかかわってこの10年間に経験したことは，経骨陣におけ   
る盲謙損ないし役割の曖昧さをホLているり  
経営l軒の交替は，再鋸のテンポが速かった分だけ短期日Hに子J■われ，従業員代表はト   
ップが交替することで，つぎの再編が近づいていることを知った。、て地場所，職場確   
保，協約の適札 社会計画，または従業員イし長の組織里、ンニをめぐり，従業員イモ表と経   
甘陣のあいだで細川きが練り返されてきた。それは頻繁に紛争にな一つた。基本的には，   
力比べである。関係者‾の力の込めノバ」その人柵により，紛争はいよしば仙人的な痛み  
J（ノウ   
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ことが従業員代表に，米るべき介業再舶に対する出発点としての有利な地イ立を㌧えるl，   
従業員代表のf舌動が，技術「畑こも企画面でも次第に資格の高い労働者グループの新  
しい世代に上って担わrLるようになるなかで，紙′首側ては経常者の役割で困難な問題  
カリ1三じている。これは組織社会学の仰究では，「雇われ社長，  請負社長（Auftragnehmer 
Unternehmer）」と‖封fれている・現象である。その特徴は  ー方では）lこ壬式的な使用者の  
役割と，他方では事実上コンツェルンの指ホに拘束される，その1l】間的な存在である。，  
「経営者層のこの新しい動きは明らかに二律背放である。新しい構想のいくつかは，   
矛盾していて役にたたないものとみられている。」→ソ」‘で，巾場の動rF小こ関心を払いそ   
れを指向した行動をすることと，他方で，トップには従わねばならないという地位二は   
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けの分散化」 と呼ぶべきものであるし，これは通′㍍，9りトイじ始れ圭で，多数の／巨耗や業  
務分野を什つたまとま／ノた企業であ／ノたこのか業は2／ノの点で特徴がある。第1に，  
たいていは歴むの1壬い】l■軋膜介莞て凍り，そのj」ゼづ1リノ法は憧れて所有て・の仰＝てLに特徴  







束 とのH境地域にある企業に対する財政補助が廃1Lされ  乗り込む必一要があったこと，   
たことなどである。それらの紆某，特定の経済部ll■1で赤字がでるようになり，ハ応竃  





子「おうとすれば，動やの悪いむのにな㌧ていた、80年代■トば以後，す  でに経営サ研慨  
では，人企業にjjける決定が碩雑すぎること，業務部㍗＝勺郎でも全休を十分には見渡  





ができるt′   
経営コンサルタントのアドバイスは，ノ㍍＝ニー漣の措撰の組合せになるこスリムで菜  
軟な介業という新しい理念に対応Lて，  仏紙的なか虻のトト関係は平出にされ，  
統一的であった企業構造は，独立Lて石動する部分的な射l他に分割された｛〕それらは  
法律卜も独二立L，持ち称美刊（flり1di11g）の指揮のもとに協力n勺なネット「7－クを構成  
し／た。   
リストラ構想は通常，人件明・Jlきトげをl川勺のひと／Jに含んでいる。企業分割は，  
少なくとも当L該剖‖－r】の中核葉蘭ではない部門で協約の旭川を外れることを容射二  互旦ユ  
これは耗半分野とLては，とくにサーービス部l‖Jに空†lてはまる。同時に，欠陥があると  
判断された：業務部lJLけ）労働和まf■川械され，部門は閉鎖または売却されるしト企貰構造の  
分散化は，ほとんどい／ノも人＝側溝を什㌧ていた   
従業Li代表は・一般に，外部コンサルタントの仲介を∴挫の改準の始まりとLで受け  
J72   
糾 法（543）512   
1卜．めている。それは結軋 人＝削減とより机い♭；も約条什，活動基懇切慨休化をひきお  
こした。外部のコンサルタントが持ち込んた朝しいか業構想の価植観に対Lては，概  
して慢指帥モノである；，rすべてはまさに流行だ。やられてしまう。」しかし㌧墜堂塑造皇  









すぐにiまわからなし、状態だこ，】1仙12）   
構造改ゼはその後どうなり，またどんな粧・果になったか。調査したところでは，企  
業分割にむ法的にはい〈つかのタイ7むがある。ただ，企業を超えてセンターとして操  
縦しているのほ，持ナっ株会社か，または本社機能だけに縮′卜された企こ業である′ノ 新し  














た。   
有限会社という形によって，特定の生死部門やサーービス髄門に従事する企業だけが  
生まれたわけではない〕分割される前に企業の各部署が果たしていた役割（たとえば，  
受注，材料管珊，財防粁乱 入事節男りは．それぞれの有限会Ⅰ＝こ分割されたために，  
各有限会社がお互いに依存せぎるをえないようになっていたり しかも．持ち株会社の  
指揮を受けていた。これではみ有限会員tは，化かけだけの独立会割といわれてもしか  



































えば個別の使用者との回線が近くなり，また′†¶田畑こ処理されることが減った。   
ほかの面談者が強調するには，一連グ）分権化の流れのなかで，事業所および企裳に  
かかわった従業員代表にとって新Lい展l褐領地か生じてきた（〕部分的な組織か次第iこ  
‖・J   





3．合同従業員代表をめぐる閲し、   
01年法政宜（3）により，労働協約によって企業の粋を越えて従業員代表を設置することが   
認められた。この新しし－発想の基礎は，すでに事業所レベルで90年代に普及していた。  
1）「現地（所在地）（Standort）従業員代表．」への拭初の突破［1  
筆者のワァッサーマンが取材調査したMlの事例では，洲年代始めには，15力■人の   
労働者を抱え，発電帆 エネルギ【技術，産業相⊥二作機，環境技術などを多角的に巌  
関していた。それが90年代始めにマトリックス構造とし、う意味で分権化に初めて着手  
した。コンツェルン規模で業頗を分割し，地域的に工場をまとめるという発想で，世  
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ていた。分割によって紳かいところまで透けて兄えるようになる、⊃ ここでは従業ii代  
表はLI】央従業1i代去をあてにせず，すべて【■1力でこなさなければならない。」   
ニの経験から，今後の従業上i代長の展望を概観できる。「そのメカニズムや構造に岡  




2）企業分渕の代侶としての台目従業1i代火   
事例研究PlのヱLl販社グルー・一プは，95年までは統一した企：業であったが，その後，   
分散された。全休「tl」な抜彿灘l‖‖よ：うつの独ニ、フニした企√業に分割された。従業員代表は，   
企業構造を維持するために位泊った。それを速成することはできなか／ノたが，分割した   
企業をまとめて管轄することを認められた〔、  
この企業では経常側の低道政㌔出二反対すべく，従業主i代表が組合と連携して，世論   
に訴える闘争を4カ‖にわたり展】消した。〕そこで匪．論にも，50咋IH＝こわたり存続して   
きた企業がこの．汁l面により分刑されるおそれのあることが知れ渡った〕このような壮   
論の動向をうけて．経常1川」が譲捗し，イかり苫と従業日代應のIil】で基本協宝が結ばれ，   
それにより従業員代夫側はか某分割を認めること，しかし従業妄i数を削繊しないこと，   
従来の協約をリlき続いて適用すること，（）～珂二の選挙までは現在の従業月代衣が■Jlき続   
いて存続しイかf‖川りと対応することか合意された。このような合意には，法的な根拠   
はなかったか，世論に州されて仲川者イ則か．演歩したものであるrJここで当分は令・同従  
丘  
／／／J   
机 法（543）508   
某日代表が認めJ）れることになっじ   







牲t正式に認めんれることになった   
合同従業1i代表′‖州真のメリットにつき，議長によれば，分一刑後もい」じ従業月代表が  
とによって，リj・働省の連用に人きく子是二1二つ√，それにより従業員代表は介業   存／l三するこ  
をめくLLる全体状i）ほ包丁．Wルニ見渡すことができる。統一作を失った企業にとって，こ   
れはとくに重安であるハ なぜならば，仙川署側は持ち株会朴のもとに統一して行動し   
ているのであるから（つ  
3）暫定「】勺な解決方▲法としての合Ii・1従業日代長   
小売業ⅠⅠ3は，巨大小売業コンツェルンの一部である。20仙年に各′什の情報処理耶  
l■1をとりだして別仝tl二に分離した「それかⅠⅠ3である。それはコンツェルン傘Fこの各   
社に対応して企業があり，そjLの連合としてⅠⅠ二iがある。それはコンツェルンと「1iJ様   
に，3カ勅こまとまノ1た施．没をかかえている【：その3か所には，すべてでH■i」従業月代   
去が設苗されている∴合計で1，5（）（）人のづj・働苦を代太していろ。各所には独烏の従業上i   
代表があった∴弔業所Aには試り0人の労働者を擁し，代表委員5人、うち3人が専従委   
妄iであり、事＝某所Bはづj・働舌5（）（）人，代表二委H3人を擁するが，専従委員はいない。事   
業所Cは労働者200人，代表愛車2人を擁し，H様に専従委‖ほいなかった。合同従業  
1＝じ表の，甘苦は，労働賞‾の要望にもとづくものであった，」その設嵩にあたり，祈拝某   
所の従業員代表と介Iii］従業1i代去の桁限配分をめぐり，議論はあったり  
このコンツェルンでは，各tヒに中央従業封代表が設笛されている。合同従業員代表   
と弓1央従業上i代去の法的関係も問題となりうる。ⅠⅠ3の労働者は，職種としては情報   
処理就業に分放されるが、従来の沼虻かぃト克登の労働協約が通用されている。所属   
企業が異なるなかで，従業主i代表は介業横断的に賃金水準を統・一したい方「a」である。  
中央従業員イじプ壬議長の考えでは，合同従業月代表はできる限りイ声紋させるべきであ   
る〔、なぜならば、そjLがあるほうが，従来かJゝ〕いる労働省のl用でつながりが保たれ，   
総じて労働者に好都合である（〕他方で，議長は，労働ポ‾の利嵩が次萱削二分赦していく   
ことを懸念している。「稚念ながし．辿誹汁三は次萱捌こ偉くなっていくだろう（、」合同事   
業所という取扱いは，企業分判を祥易にするのに甘＼ンニつし 分判にあたり，労働着はこ   
の方式に賛成した。なぜならば，従業とi代表選出にあたり，一挙にみ有限全車ごとに   
選出しようにも，候補者が集まりそうになか一ノたからである。しかし，時間の経過と  
〃7   




各企業ごとに従業員代表を選州できるように，候補者を確保Lていく努力をしている。   
ヴァッサーーマンの取材のなかで，代表委明らがこのテ椚マの議論で右往左往してい  
る様子がわかる。彼らはこの構想の功罪を評晒しようとしているn 調奄時点では，こ  
の議論がどち らへ向かうか，なお千思しがたい。要は，労働者かI⊥l分たちの利益を擁  
護するうえで，いずれの方式が望ましいかである〔。  
4．分割きれた構造のもとにおける従業日代届  
この車では，筆者のヴ7ツサーマンは，合同従業員代表の設置が閑適＝二ならなかった，   
または設置されなかった事業所の事例を扱う。そこで，企：菓の構造改革はどんな条什に   
遭遇したか，従業員代表はどんな困難にぶつかったか，か業が分割された場斜こ従業員   
代表の活動はどのような．亡よで変わったか，従莞員代表はこの過程でつねに敗北着だった   




ある。ここでほ，90年代1トばにひとつの出版グルー、－プが2つの企業かJ、フ6つの有限仝   
祉に分割された。このような措置の背景には，経常側で多くの理由があった。まず，  
ある生産部門が非経済的に運営されているという間堪があっ工∴ それを分割により，  
il了場や顧客のニーズに近づけることにより，ほかの部l‖】による支援を減らLたかった。  
また，労働協約の適用を外れることによって人件賛を減らすことも，この部l”］の建て  









ある程度共l司経営者としての役割を果たLた。   
ひとつの持ち株会社のもとに，6什の有限会社が設立された。その内郡ではさまぎ  
まな制度によって結びつきが保たれていた。たいていの社長（Geschaftsftihrer）は2つ  
の有限会社でその地位を【1iれ さらに章二要で人規模な丞◆限会社の社長は持ち株会祉で  
JJβ   
問 法（543）506   
図表33 企業分割と従業員代表の構造変化の一例  
（従♯鼻474人を擁するエ揚が8有限会社と3つの外部委託に分かれたケース）  















〈 利益代表の構造変化 〉  〈 従業員代表 〉  


















同従業員代表を設立する条件はすでにあった。   
人事，会計，金融などを担当する中止、的なサービス部門をおくことは非効率的であ  
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耕しているのに  従繋員代表側はバラバラである  
2）従業員代表の頗のなかにおける分割  
ここでは金属産業大企業が複数に分割されたM2の事例を取り 上げる。この事例で   
は，分割の目的か従業月代よの影琴平JJを弱ダ）ることにぁるように推i則される。分割さ   
れた小企：某では，協約しこの栴付けおよび組合刹L織における分類編入の困難さ，従業月   
代衣が仙什のそれと協力しなくなるなどの仰向がみ▲ゝ〕れる。   
それまで約6，0（）〔）人の労働れを擁していた企業か，明らかな経営ミスを犯した。その   
背景には，「l社内で合体を見渡すことが難しくなっていたという事情かあるし そこで   
外部のコンサルタントが招かJL，人Li削減によるコスト削減，大きくなりすぎた上層   
部を縮小することがアドバイスされて，実行に移されることになった、J分割によって  
72〃   
同 法（543）504   
指導の構造が筒某になるという。その改革は90年代に始まり，調査時点ではまだ継続  
Lている。基本的には4つの生耗部‖と3つのサ→ビス部門に分割される。この事例  
吐但峯塑墾二些  を解体することが，構造改革のR的の一  では，組合の；影響を弱め従業  






ルン従業削じ去（15人）がある。   
重要な問題iよ，浦動水準である。従業員代表は徐々に企業ごとに清動を展開し離れ  






上に早いテンポで，従業月代表が分割を促進している。」   
ヴァッサーマンらの調査対象の一つに，94叫こ金属企業から分離設二÷二された，労働  
者3ニ引）人からなる企業がある。それは調査時点では440人になっていたじ 倉庫保管，発  
送および梱包の業腰が新会社の業叔であった。労働者の説明によれば，合意された利  
益調整の枠組みは弱いものだった∴重紫なこととLて，協約の適用が定め量れなかっ  
た。企業は所属する使川者川体を度束Lた。以来，基  ら交通産業の布業協約  
に切「）替わった。協約内本は不利になり，労働日引昌＝ま週：綱引筍から38．5時制に延長さ  
jt，クリスマス干さ【1も休暇子さレlは沌袖された。   
分離にあたり新Lい労働契約に署名するように使用者から圧力をかけられた労働者  
らは，分離に什う実質的な労働条什の砥下に失望Lている。98咋の代表委員選挙では，  
委員構成に人きな変化が生じたぃ 労働番のなかでは，町】らかに分離当時の従業員代表  
トップに対するイて捕がある。かつての主力⊥場の労働二首との・一体感は次第に滞れつつ  
あるり   
この事例がホすことは，企業分剖の範個内で協約l▲．，組織上および社会的に労働者   
の分斬が進むということである。このような新Lい状況のもとで，従業員代表がいか   
にf】‘効に活動するれ その万法が模来されている。将来は，組合の事業所政策は各組   
合の枠を超えて展開されることになろう。  
3）分散Lた勤務地にムける新しい刺さ  
ここでは事例1Ilを取り 卜．げる、つ これはデパートの技術的な顧客サービス業務を抑  
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4）分割後の労働条件低卜   
つぎに，分割後にそれが低下した事例として，H2を取り上二げる。これは分割後に   
つくられたコールセンターの企業である1経過は前述のHlと同じである。ここでは   
労働協約の通用がな〈なり，新たに低賃金部門が丑．まれた。労働省の内訳は大き〈変  
解した。従業員代表は存在するか，その影響力行使は弱くなった。 
分割の主たる動機は，人件費削減であり，そのためにHlとは逆に，  埋塑を外され  
ることになった。中央従業員代束はさしあたり宥二続できた。商業関係の組合は暫定的  
な協約を求めたが，合意には達しなかった。   
コンツェルンのなかで，電話で注文を受けるというイ云統は長い。70年代に連邦全休  
ヱ22   
岡 法（5小3）502   
で240の小さな事業所があり，顧客の要望により現地の電話料余でこの業務を二行ってき   
た。年が経つうちに，事務所の数は70に減り，その後さらに50に減った。分割後の現   
在では，全休で5つの事二葉所があり，200300八の労働省が従事している。このような  
事業所削減は，電話技術の発達により初めて可能になった「どの場所でも，現地の通  
話料金でかけられ，企業は出先事務所をさほど必要とはしなくなった。   
労働者は実際には2つのグルーープに分類できる。以前から雇われている労働者はま   
だある程度，従瀬過りの取り扱いを受け，古い小売業の協約をめぎしている。過半数   
は，協約の適川を受けていない。すなわち，西地区では採用時に週39時間で2400マル  
ク（約1，200ユーロ）の賃金であり，束地区ではもっと安い。勤続年数とともに高〈なり   
最高で26002800マルクまでもらえる。低賃金のつけが回って病気休暇の比率は高く，  
労働者の離職は激し．〈，新規採用の都度，仕事を覚えさせる費用が高づいている。人  
都市では，この低賃金では人材を確保することか次第に困難になI）つつある。   
従業員代表は5カ所にあり，それぞれ57人で牌1戊されている。専従委員は正式には   
いない。しかし，ll■央従業員代表議長は実際にはその勤務時間の大半を従業員代表の   
業務に当てている。中央従業員代表では，出席者は議長に招待されるような悪い習慣   
になっている。会議には組合の代表も出席している。   
従業員代表IRIJでは，以前に比べて便利な蝕もある。コールセンターの集中化によっ   
て，労働者のすべてがひとつの従業員代表によって代表されるようになった。さらに   
別に70ほど小さな事某所があるが，そのうち10カ所で従業員代表がある。従業員代表   
の交渉柑下はセンター長であるが，彼は仕事の進め方などの権限をもっている。協約   
の適用がない部門では，従業員代表が成果を挙げるには限界があり，新しいメリット   
を活かし．きれていない。さらに多くの面倒な条件が従業員代表につきまとう。まず，   
協約適用の期限が切れると，新しい賃令は下がるだろう。また，労働符の離職が激し   
いので， それは従業員代表のぎホ動にとって不利な条件である。さらにセンタ→長の権   
限に限ー）があることである。そのために共同決定権を十分に行使できていない。   
分割前には，デパMト・コンツェルンが協約の適川下にあるなかで労働条件の標準   
化が行われ，さほど賛楕の高くない労働者も本人の資格に比べると高めの，ある程度   
の水準の賃金をもらえた。コンツェルンから離れた現瓜 そのような扱いはない。こ   
の事某所は，分割による「敗者」といえる。  
5）古い結びつきと新しい結びつきの転機にたつ従楽員代表   
前述した事例のいくつかでは，労働者側でも従業員代表側でも，新しい企業との－一   
体感が弱まるという問題が生じているら経常トソプも企業名もし．ばしば変わるなかで，   
有名企業で働いているという誇りや責任感は生まれてこないu   
浸食過程における敗者は，従来の主力企業に所属しているうちに周辺部門に属する   
ようになった労働者であることが多い。  
調査した事例のいくつかでは，経甘側がはっきりと従業員代表に浸食過程における  






るL そうなると，労働条件を標準化する組合の取り組みも実現しにくし㌔  
5．分権化と新しい従業員代表   
か業侵食の影響とLて，一般にはわずかな槻ノL、しかl司けられてし、ないが，従業員代表   
の分解と新しし、設立という流れのなかで，従来は従業員代表の活動から距離をおし、てい   
た労働者の新しい1世代が代表委員に就いているという事実かある。それは，90年代に生  
じた従業員代表における人的な変動，新しい当事者，新しい活動スタイルという一一般的  
な現象である。   




1）従業月代表における新しい作業スタイルーT Tの事例  
ここでは，M4のIrr部門を例に取りあげる。ここでは頻繁に浸食が繰り返された。   
もともとはアメリカ系電f・コンツェルンの・椚一部であったが，90年代始めに新しい所在   
地に・労働者2000人を擁Lて計算センターに分離併合された。93咋にはこれが分割さオL，   
別の所在地に新Lい企業として設立され，そこでは従業員代表が設置された。分割自   
体はコンツェルンの中央従業員代表が事業所協定で合意したものである。労働省はこ   
れまで右していた権利を確保された。所在地に合同従業員代表を設置することが試み   
られたが，経営側の抵抗にあって失放した。新しい企業を管轄すべく連邦レベルで中   
央従業員代表が設置された。また，そこにも従業員代表は設置された。この特化され   
た事業所における従業員代表活動の有利な点は，業務内谷が特化LているのでIT問   
題にもっぱら集中して議論できることである。以前，工場の一部の部門にすぎなかっ   
たときには，従業員代表のなかでも脇役におかれていた。   
IT部門が再編されようとしたとき，情報処理か業の中央社楽員代表はIT部門の   
管轄を残すように交渉したが，成果をあげることはできなかった。IT部門は再び⊥   
場の一部門として編成された。IT労働者て「二場に所属する者は，人数的にごく一部   
にとどまるので，従業員代表のなかでも少数一打の意識をもつことになる。二上場では人   
員削減が進んで代表委員数が減らされつつあったので，稚かIT労働者が代表委員iこ   
立候補することが期寺寺されている雰囲気だった。  
その2年後にIT部門は売却された。朝Lく所属した企業の従業員代表で ，この部   
門の労働一名はさほど塵安な役割を果たしてはいなかった。新たな再編の後に，彼らの  
Jご▲／   

















2）現業労働者の優勢から職員の支門己へ   
中規模の建材具メーカーBlの事例では，労働者600人をかかえ，研究開発部門の比   
率が比較的高かった。90年代に幾度も構造改革の波が押し寄せた。分割，イギリスの   
二上場との協九 フランスからの譲り受けなどである。ここでは，97年の主力工場にお   
ける分割とそれが従業月代表洒動に及ぼした影響をみていく。  
この改革まで主力工場では、すべての作業場を包括した統一的な従業員代表が労働   
者600人余りを代表して11人で構成されていた。労働省の内訳は，500人近い現業労働   
者（うち400人が外国人）と150人の職員であった。生産部門の現業労働者が議長を務   
めていた。総じて現業労働者が発言権を有していた。職員の代表委員もいたが，重要   
な地位を占めてはいなかった。研究開発部門および機械製造部門の技術職員は当時，   
従業嵐代表や組．合から距離をおいていた。97年に分割が行われ，従業員代表はまず分   
割された5つの有限会社に統一的な現地の従業員代表を結成しようとしたが，経営側   
の抵抗に遭いうまくいかなかった。   
従来は専従委員1人を含めて代表委員11人だったのが，分割の結果，専従委員はい   
なくなり，5つの従業員代表，総数23人の委員になった。製造や鋳造ではなお現業労   
働者が主力だが，研究開発部門ではいまや職員が主力である。とくに製造部門の人員   
削減と構造改革の結果，90年代末以来，かつての主力」二場では現業労働者よりも職員   
の人数のほうが多くなった。構造改革は労働■者の・牡代交代と従業員代表における資格   
水準の様相を変化させた。従業員代表のなかで中心、をなすグループも入れ香わった。  
職員は，技術者を含めて，長い間，従業員代表における多数派の現業労働者によっ  
アユう   







多〈の変化が生じつつある。議長いわく，「．t√い従業員代表はほとんど労働者側の将来   
的課題に取り組んでいた。それも現業労働者のことだ。我々はまったく異なって発想   
する。手k々は企業の将来のことも考えねばならない。企業の視点からも考えねば。我々   
は職員の特殊な利害をよく知っている。なぜならば，彼らを日常生活のなかで知って   
いるからだ。」   
つぎに，自動車メーカーから分離された金融サービス企業M5の事例である。ここ   
でも90年代始めまでは従業員代去は熟練現業労偲傾が主役で，職員は脇役だった。而   
談者は常葉拍当職員で，ここで働く前はカウフホー7・グルーープの自動車コンツェル   
ンで働いていて．その間に代表委員になっていた。いわく，「我々は以前，従業月代表   
と接触をもっていなかった〕代表委員の謹も近くに姿をみなかった。現業ジJ・働者がql   
心の従業月集会には出席しなかった。」90iF代に分離独立されて，ある上司から．サーー   
ビス部門で新たに設置される従業員代表に立候補してみないかと誘われた。Lかし彼   
は，新Lい上司が権威主義的なやり方によって，それまで独立して作業するチームと   
して理解されていた金融サービス部門で職睾の生柿をLずら〈するようになって後の   
94年に，初めて立候補した。彼の二立候補は具体的なきっかけをもっていた。彼が所属   
する作業郡門の労働者－の利益を代表することが，彼には重要であった。  
3）電子情報処理担当から従業員代表議長へ  
P2の事例では，新開発行J；よび印刷事業の持ち株会社のlノ招βで，労働者12P人から   
なる分粍設立企業で，従業員代表が設立された。この企業は，サービス提供を管轄し，   
原材料調達部門（Materialwirtschaft），人事制度，事業所決算，金融簿記，計算セン   
ターおよびそのほかのサービス提供を担当していた．労働者は主に分離前の出版部門   
から配属された。   
代表委月5人のうち2人は分割前の企業で代表委員の経験がある。3人か新人であ   
る。29歳または30歳である。いずrLC7）新人も新Lい世代である。   
議長いわく，「構造改革がなかったら，口分か代表委月になることはなかっただろう。」   
彼は，分割前は出版部門で，情報処理の骨業および利用者サービス部門にいた。分割   
後に子備委員に選ばれ，今回，正規の代去委削こ選ばれた後に，議長が病気のために   
辞めたので急遽，議長になった。  
主上浸食が従業員代表の世代交代を促進する   
80年代にすでに座業構造の変化により職員層か拡大していたにもかかわらず，従業  
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活動スタイルと，伝統的な  心を杓っていたやり方に比べて共なる見方  




6．現実が新しい法律の基礎をつくる   
ヴァッサーマンらは，「浸食と新しい動きのなかの従業員代表」というフロロジュクトと   
調査を200什年に行った。この時期にはl瑚射こ，事業所組織法改正が活発に議論され，01   




かりを提供している。これが法律で明記される以前には，連邦労働裁判所で条件つき   
でその設置が認められるという不安定な状況であった。この規定により，そのような   
不安定な法律状態から解放された）合同従業員代表は，96年以来，すでに→定条什の  
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しめすように，新しい企業構造は従業月代表にとって新しい可能性をもたらす。企業   
の分権化は必ずしも従業員代表の構造をノトさくし，自動的に弱めるわけではない。そ   
れは，これまで大規模な構造のために妨げノブれてきた発展可能性をもたらす。この調   
査でも，新しい労働者グルー70の登場という形で示されている。  
2〕合意された従業員代表構造   
法改正後も，さらなる構造改革万どにより，i阻切な従業員代表格造をめぐる対二正二は   
結くであろう。   
前述の事例研究にもとづいて，90年代にはすでに労使間で多様な組織形態が合意さ   
れ，それか実際にノ行われていることがわかる。このような解決方法は創造的であり，   
この領域における事業所組織法の発展叶能性を含んでいる。明確な法的根拠に欠ける   
場合には，こうしたときによく紛争になる。ここで紛争にな′ノた楊針二は，任意の協   
定を解約し，それによって従業員代表の事業所および企業横断的な調軽作業を元にも   
どすことは使用者にとって容易なことである。労働協約の定めによって複数企業にま   
たがる合同従業員代表を設諾することができる旨の3条の定めは，90年代における大   
きな紛争の経験にもとづいて，組合側が要求したものである。このl明文化によって，   
従業員代表構造の弱体化を防ぐために労イ東関で協定され実施されてきた臨時措置が適   
法と認められ，紛争になった場合には止式に争うことができる。   
経常側と組合が協力して従業月代表構造の発展をめぎしている，共同決定の綻験豊   
富な多くの企業では，交渉によ／jてその事某所や企業に適した従業員代表の仕組みに   
することが可能である。  
3）出光機関の構造とネットワーク企業   
従来は，経営側の協ノ」なしに，甘先機憫やネッ十ワーク型構造に過した従業員代表   
構造にするための明確な法的枠組み規定に欠けていた。  
4粂は，労働省5人以巨を擁する事業所の部門が遠隔地にある場合などに，それを   
一つの事業所として取ー）扱うことを認める旨を定める。その意義につき，ヴァッサー   
マンはこれを限定的に解している。将来的には，従妾員代表のない小規模事業所で，   
そこの労働者がこれまでそこを管轄していた主たる事業所に対応する従業員代表に組   
み込まれたいか′テかの問題につき，自分たちで決めさせるようにすべきである。  
4）法改正はどのようにして成立したか  
20の限られた事例研究から，01年改止の内省は，議会における議論や研究よりも労   
使間の現実の先行実績に多くを負うていることがわかる。企業浸食によって生じた従   
業員代表構造の弱さば，その改正によ′フてかなりカ′ヾ－一された。  
それに対し，市民権をえている共同決定楠造の中核領域の外でノ行われるそのような   
経験の具休化や置き換えのチャンスに関しては，はっきー）と異なった様相を托せる。   
中規模サービス業の分野における従業員代表構造の毅初の再構築をめぐる対立やそこ   
からの教訓は，01年改正にはごく弱い足跡をとどめているにすぎない。そこでは経済  
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的にはかなりの潜在的可能性を有する大企業が問題となるにもかかわらず，出先機関   
やネットワーク企業における横断的な従業月代表構逓を貫徹するための立法的な基盤   
は満足のいくものではなかった。民間サービス業では労働組合は概して少数勢力にと  
どまっている。そのため，立法改革に対する彼らの影響力はほとんどない。このよう  
な悪循環が続いている。01年・法改正は，民間サービス楽部門において．従業月代表構   
造をさらに横断的に連携させるチャンスだったが，それを逃した。その結果，組合政   
策や協約】攻策で縁辺に取り残されるかもしれない。  
7．企業内民主主義の展望   
従業員代表制度の歴史は，なによりも企業における日々の，さほど柱【1を浴びるわけ   
ではない労働者権をめぐる格闘の歴史である。01咋改正は従業月代表制度にとっていか   
なる発展可能性を含んでいるかを，以Fにみてい〈〔ノ  
1：12001年法政正の位眉づけ  
今恒1の改正は，ヴァ、ソサーーマンの理解によれば，3つの「】的をもつ。第1に，過去   
20年間の企業構造の変谷に従業員代表制度を適合させること，第2に，企業内の共同   
決定をより民主主弓削t勺に拡人すること，第3に，共同決定を将来の雇用保障に役立つ  
ようにすることである。  
今回の改正に関する評価の視点は，一方で，企業構造の変化によって，他方では，   
30年近い現行法の適用のもとで生じた多数の改二ILの必要性が，適止に反映されている   
かである。リースター労働人臣が語るように，「もし共同決定を廃止したければ，現有   
のまま15年間放置しておけば，それで足りる。」したがって，今回の改正は，従来の法  
伴内容を新しい状況に合わせて，新たに生じた要求に対応させ，生きながらえさせる  
だけのむのであり，それを、l個るものではない。失われたものを埋め合わせるもので   
ある。その意味では，防衛的な件桁である。専従委月が配置される基準が低くなった   
が，これは拡人というよりも新しい状況のなかで従来の水準を維持するための措置で   
ある。   
01年改正の中心は，従業員代走制度の安晃化である。72i仁政l仁に比べて，経済的な   
状況は大き〈輿なるにもかかわらず，Iトレ論点は同じである。72年法も共同決定権で   
は，社会的事項の対象を拡大した。しかし，基本的には従来の枠l句にある。むしろ中   
心は，大規模事業所における代表委員の増加，労働者3nO人以」→．の事業所における専従   
委員の導入，使用者の肇用負担による俳修制度である。経済的事こ頃の共同決定は実現   
しなかった。全体として，共同決定権の拡大とは評価し．がたい、。  
2）変容する企業構造のなかの従業員代表   
01年改二l一三の主眼は，1条，3条および4条にみることができる。  
3条の協約による特例規定の問返点は，協約当事者叔万が首尾よく機能する従業員   
代表の企業横断的な構造に関心がある場合にのみ協約として具体化されるにとどまる  
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かに注意する必要がある。   
また，女性につき，割当制度が導入された。従来も72年法15条で女件に対する配慮  
はあったが，実際にはそれはさほど活かされていなかった。改正がその趣旨通りに運  
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用されるか否かは，まだわからなし㌔ 雇用形態，労働時間，収入状態，家庭との結び、   
つきなどの点で現状が変わらないかぎり，ハードルは高い。今後も女性の候補者を確   
保できない事業所では，趣旨通りに運用することは難しいであろう。改正によリバー  
トタイム専従が明言己された。これは資格の高い職員が専従委員になることを不易にす   
ることが主目的であるが，l司時に，パートタイマ→がそれtこ就くことも考えられてい   
る。  
4）小規模事業所における共同決定の促進   
従来，小規模事業所では従業員代表の存在は棉であった。小規模企業で雇用拡大の   
期待が寄せられているが，共同決定では弱い権限にとどまっている。改正により小規   
模事業所での選挙方法が簡略化され，従業員代表を嫌う健用者が選挙妨害することが   
→層閑難になった。また，弓1央従業員代表やコンツェルン従業員代表の関与が強まり  
（17条），共同決定から縁のない事業所が徐々に減ってい〈ことが期待される。  
今回の改止は，小規模事業所に従業員代表を普及させる有力な契機である。これを   
実際にどの程度清かせるかは，主iこ組合の働きかけにかかっている。改正により，小   
規模事業所で従業員代表を選出する手続きは簡易になったが，しかし，活動の基盤は   
改革されてし、なし、。依然として，欠陥が残されたままである。  
5）共同決定の新しい普革者としての労働者  
改正iこよー）従業員代表の権限の一部を作業チームに授権できるようになった。これ   
は薫要な変更である。かつて72年法政正にあたり，これと同様の，いわゆる「作業グ   
ルMプ代表」の導入が検討されたが，組合側の反対により削除された。これまで一般   
労働者は，共同決定への関係形態は，従業員代表の選挙と従業員集会へ♂）参加にとど   
められていた。改正により，直接的な参加の可能性がでてきて，職場における共同決   
定にとって重要な条件がつくられた。個々の労働者に認められた権利の拡張とともに，   
これにより共同決定の客体から主体に変わる可能性が広がる。  
また，86粂aで提案権も定められた。これが意見聴取や苦情処理とリンクされれば，   
それらを強めることになる。これらは従業員代表に対する個人の権利である。   
80条は，従業員代表が当面している課題を検討するために，事業所内の専門家に協   
力を求めることができる旨を定める。これは見ようによっては，彼に専門家としての   
立場から参加を認めるものであり，代表委員のように有給でその活動を保障される。   
これにより，従業員代表側は検討課題につき根拠付けを明確にし，またほかの選択肢   
を広げることができる。   
従業員代表の権限を作業グループにすべて授権できるようにする取り扱いは，その 三  ■ヽ   
危険性が指摘されて，概して批判が強い。新しい技術やサービス業務をめぎす自己意   
識が高い労働者は，自分たちの作業グルー70またはその職場に根付いた参加スタイル   
を希望しがちである。このような労働者参加を認める改革は，利益代表に対する労働   
二者の関心と期待を高めることになる。  
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という危惧があるが，それは根拠がない。なぜならば，事業所レ  食す  るのではなし  か   
ベルにおける従業員代表の後支えなしには，馴動者にとって  互墾  な保護機能を果たす  
ことはできないからである。労働条什の交渉の入部分を職場レベルに下げることがで   
きるならば，従業員代表は事業所州こ共通した事項に関与一することになる。労働者の   
動機付けと資格を体系的に活用することは，疑いなく，事業所内の決定に対する景∋響   
力の拡大に寄・与する。それは，長期的に見て望ましいことである。  
6）新しい楳題としての雇用保障   
雇川問題が深刻になるなかで，組合は，事業所組織法改正提案で，経済的事項のう   
ち事業所変更では利益調整にあたり合意が成立しない場合には仲裁手続に移行させる   
ことを提案していた。これは共同決克三抜いになる。これまで経済的事項では事業主の   
裁量が尊重さjLて，社会的事項に比べて従業月代表の参加は弱いが，事業所変更に関   
して共l舶来走を求めている。これに対し政府は，それを採用する姿勢を示していない。   
改正により，労働名‾の雇用に不安が生じたときには，従業貝代表は使用者に対して   
雇用を確保・促進するための提案を行うことができる。提案が行われれば，使用者は   
それに閲し従業員代表と協議する義務が生じる。それは共同決定扱いにつながる可能   
性でもある。事業所変更の前f鋸二おける従組員代表の発言を強めて，それにより現地   
事業所の安定，労働者削減の代替案を少なくとも経営側に誠実に検討させるような新   
Lい提案∴共同決定および協議の権利を千定している。労働者500人以上の事業所でも   
従業員代表は選考指針策定につき共同決定する（95粂）。   
立法改革の当初，組合および専門家は，従業月代去に，手続上の規制，および根拠   
のある将来性ある雇用展開への協力を発展させ，それを協定し，必要とあればそれを   
貫徹するための権利を付与する可能性を認めるような共同決定権の創設に賛成してい   
た。この期待は01年改正には“－一部が反映しているにとどまる。「社会調和的な解雇」と   
いうかけ声で，社会計画にあたり補惰金を支給するという，70年代に立法に採用され   
た哲学を新しい今「＝先の方向で再≡呪することに今回の改正がどれだけ役に立つかは，   
まだ不明である。従業員代表の将来的な安定と認知にとって重要なのは，議論されて   
いる構造問題と11（んで，労働者にとって蚕要な′芳働生活」∴の問題を従業員代表が紛争   
にあたり解決する能リ」である。  
7）新しい朴会的な政策領域   
72年法は，仕事および技術の進め方の決定にあたり従業員代表に協働権を認めた。   
それは従業月代表の活動範囲を包括的に拡人した。改正により，当時議論されていた   
労働の人間化，労働生活における人間の尊厳などの考えか導入された。この流れは，  
五  
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01年改iEでは，グループ労働の実施に閲し反映している。ただし，そこでは従業員代  
表の参加は，グループ労働の実施原則に関してにとどまり，それを導人するイニシア  
ティブはない。   
当初の01年改］［案には，什事の進めJ］’（Arbeitsgestaltung）に関して前進させる内  




その後，労働省と経済省の問で調紫され削除された。   
女仲代衣委員の位置づけ，′※・働者の直接参加というような改正は，民主主義の内容  
群解が変化してきたことが背景にある。   
今回の改正で，新たに職場の環境保磯，排外主義の克服が盛り込まれた。これはド  
イツの一般社会の価値観が．関金鮒勺な企業社会のなかに持ち込まれたものである。  
川 藤内「ドイツにおける従業月代長の机動・4」労働法律旬報1369ぢ・（1995年）40頁以卜参照。  
（2）藤内「ドイツにおける従業員代表のタイプ」岡Il」人学汰学会雑誌47巻4ぢ一（1998年）135頁以下。  
（3）藤内「▲ドイツ事業所組織法改止仁季刊労働法198サ（2002年11州兵以下参照。  
〔解説〕   
ヴァッサーーマンは本書で，1990年代に企業規傾が縮小方向へ再編きれていくなかで進行する従業  





いう労働者の希望が反映しているい その晋景には，1980年代後半以後15年聞ほどにわたり，企業lパ  
における決定構造が分権化の方向′＼変化し，職場レベルの事耳“二間する決定がより身近で行われる  
ようになってきたという事情もある。それは参加彬闇としては，従業員代表を通じての参加と並ん  




来従業月代表によってほぼ独ハされてきたか，それは午後かなり変布しそうである。   
2．企業組織をめぐる変化には，日本と共通する多くの1■、くがみられる。企業分割によ†）個々の企  
業規模が小さくなりつつある，持ち株会社のもとで企業ネ・ソトワー「クとして動くこと，それでも分  





















4＿ ここで、従業員代表のなかでは，従来型の現業男働者を中心、とした運営から，高安楕の職員  
層に担い手の小心が移行Lつつある様子か紹介されている。筆者は新しい環境発作のもとで，いか  
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らに従業員代表の意見が尋ねられているっ   
従業員代表か選出されている市某所ないし′h●庁の比率は，従業員5人以上を擁する事業  
所の12ワ云，づ｝働者数にして民間労働者の49％，官†1二の75％，公務員の95％が従業員代表な  
いしは公務員代表のある職場で働いている。   
今回の調査時点は，2（）01・年以後の景気後退のなかにあr），従業員代表にとって活動条作  
が困難な時期であった。それは回答にも反映していて，前回調査とやや異なり，企業によ  
り経常状況ほ大きく異なる。   






る。   
今回の回答率は，従業員代表14％，公務員代表17％である。組合データでも，従業員数  
5人未満の事業所が含まれており，事業所組織法か適用されていない事業所にも送付され  
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図表34 従業員代表の書＃所規模別分布状況  
2002  
比率（％）   数   比率（％）   数   比率（％）   
50人以下   362   18．7   254   18．3   263   15．2   
51～100人   21．6   24〔）   17．3   295   17．1   
101、一200人   18．1   2（沌   14．8   325   18．8   
201－500人   395   20．5   295   21．2   541   31．3   
501人以上   381   19．7   376   27．1   306  17．7   
記入なし   27   1．4   19   1．4   0   0．0   
合 封   1，931  100．0  1，390   100．0  1，730   100．0   
準                            417              349  
出典：WSIMitteilungen3／2003，S．140  
図表35 従＃員代表および公務員代表の組合管轄領域別分布状況  
＜従業員代表＞  
1997／1998  1999／′2000  2002  
建設労組  
金属産業労組   
運輸産業ネットワ【ク   
そのほか   92  4．8   109   7．8   
合 計  
数 129  比巧く（％） 6．7  哀  比率（％）  数 77   毎     107  7．7   3 3 6  統一サービス産業労組  755  ：う9．1  473  3′1．0  678    822  42．6 548  39．4  608    15  0．7  83  6．0  25  食品・飲食・ホテル業 118  6．1  70  5．0  80     1，931        261     100．り  1，聖」10＝   1，730  0   
＜公務月代表＞  
数   比率（％）  数   比率（％）   数   比率（％）   
統¶一サービス産業労組  857  83．6  899  59．0  762  57．0  
建設労組  62  4．6  
警察官労組  41  4．り  24  1．6  96  7．2   
教育学彿労組   112   10．9  120   7．9   45   3．4   
そのほかの組合   15   1．5  258   16．9   13〔l  9．7   
うち，税令労耕L  55   3．6   37   2．8   
－うち，官吏連盟  56  3．7  30  2．2   
記述なし  223  14．6  2′11  18．n   




48フ ドイツにおける従葉月代表の最近の実情  
図表36 従業員代表の活動課題（％）  
1997／98年  1999／O0年   、 「 2002年   
高齢者短時間雇用  50   64   
人員削減   63   58   56   
就労保讃   2′1   52   51   
継続教育訓練   18   45  48   
職場の寄岡気の険悪化  47   
リースター労働大田による年令改革  47   
業績圧力の上昇   57  57  42   
作業組織の変更   43   48   41   
時間外労働の増加   38   51   40   
解雇保讃   34   33   36   
新技術の導入   36   40   34   
新しい労働時間方式の導人   48   48   33   
社会計画／利益調整   32   35   33   
従業員代表に対する使用者の姿勢の硬化   29  32   31   
労働者の玉突き異動  25  29   
弾力的な労働時間に対する労働者の要望  27   
事業所の一部分剤  28  33  26   
疾病状況を改善する措置   26   30   25   
土曜労働の増加   23  29  Z4   
従業員代表に対する労働者のバ、ソクアップ欠如  23   
新規採用者に対する初任給の低下  17  24  21   
企業内社会給付の低下   22   20   
労働協約上乗せ給付の削除   25   20   20   
専門教育の縮′ト   16   22   20   
日曜・休日労働の増加   9  16   16   
他社との合併  17   16   
事業所の・一瓢閉鎖・売却  15  17   16   
操業短縮   17   15   14   
協約賃上げの適用除外   15   16   13   
使用者団体からの脱退   10   13   12   
協約を■F回る賃金支払い   8   14   
出典：図表34と同じ。143頁。  
J3β   
同 法（54－3）486  
図表37 公務員代表の活動誅埴（％）  
1997／98年 1999／（〕0年   2002年   
68   62   
42  59   
59  56   53   
49  49   49   
30  53   46  
40  
46  55   38  
46  43   36   
34   34   
43  44   33   
32  40   29   
の要望   26   
18  18   25   
22  24   
23  24   19   
勢の硬化  25  27   
71の欠如   16  
葦  16  
11 14   
2   14   
18  17   
17  19   
























出興：図表34と同じ。143見。   
八  
J39  
